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(57) Abstract: Disclosed i s a liquid crystal display device (1) which comprises: a light-difiusing optical member (3); a light
source device (50) that i s arranged on the back surface side o f the light-diffusing optical member (3); a V A liquid crystal panel
(30) that i s arranged o n the front surface side o f the light-diffusing optical member (3); and a reflective polarization splitting film

(40) that i s arranged between the light-diffusing optical member (3) and the V A liquid crystal panel (30). The light-diffusing opti
cal member (3) comprises a transparent material and light diffusion particles that are dispersed i n the transparent material. I f the

sion particles i s represented b y ∆ η and the cumulative 50% particle diameter o f the light diffusion particles i s represented b y D 5

( µπι ) , the relation 0.01 < ∆ η D 5o < 0.25 i s satisfied.

(57) 要約：
[続葉有]



添付公開書類：

- 国際調査報告 （条約第 2 1条 (3))

本発 明の液 晶表示装置 1 は、光拡散性 光学部材 3 と、前記光学部材 3 の背面側 に配置 され た光源装置
5 0 と、前記光学部材 3 の前 面側 に配置 され た V A 型液晶パネル 3 0 と、光拡散性 光学部材 3 と V A 型
液 晶パ ネル 3 0 との 間 に配 置 され た反射 型偏 光分離 フ ィル ム 4 0 と、 を備 え る。光拡 散性 光学 部材 3
は、透 明材料 、及び、 この透 明材料 中に分散 した光拡散粒子 を有 し、前記透 明材料 の屈 折率 と前記 光拡
散粒子の屈折率 との差の絶対値 を ∆ n と し、前記光拡散粒子の累積 5 0 % 粒子径 を D 5。 ( µ ) と した と
き、 0 . 0 1 ≤ A n x D 5。 0 . 2 5 を満たす。



明 細 書

発明の名称 ：液晶表示装置及び積層光学部材

技術分野

[0001 ] 本発明は、正面方向は勿論のこと斜め方向か ら見た時も赤みを帯びること

な く自然なカラ一表示を実現できるV A 型液晶表示装置及びこれに用いる積

層光学部材に関する。

背景技術

[0002] 液晶表示装置 として、一対の透明電極間に封入された液晶分子を、電圧を

印加 しない状態において略垂直方向に配向させる一方、電圧を印加 した状態

において略水平方向に配向させる垂直配向 （V e r t i c a l A l i g n

m e n t ) 液晶セルを用いた構成が公知である （特許文献 1参照）。 この垂

直配向液晶セル （V A 型液晶セル）を用いた液晶表示装置は、 コン トラス ト

が高 く、応答速度が速いという利点を有する。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 2 _ 3 6 5 6 3 6 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0004] 上記従来の V A 型液晶表示装置は、正面方向か ら見た時には自然なカラ一

表示 となるものの、斜め方向か ら見た時には赤みを帯びたカラ一表示 となる

という問題があった。即ち、斜め方向か ら見た画像表示は赤みを帯びていて

、高品位なものが得 られないという問題があつた。

[0005] また、一般に、光源 として発光ダイオー ドを用いた構成では、他の種類の

光源を用いた場合 と比較 して、斜め方向か ら見た時の赤みがより顕著になる

傾向があることか ら、光源 として発光ダイ才一 ドを用いた場合であっても斜

め方向か ら見た時の赤みを十分に抑制できることが求め られていた。

[0006] 本発明は、かかる技術的背景に鑑みてなされたものであって、正面方向は



勿論のこと斜め方向から見た時も赤みを帯びることなく自然で高品位なカラ

—表示を実現できると共に高い輝度が得られる液晶表示装置及びこれに用い

る積層光学部材を提供することを目的とする。

課題を解決するための手段
[0007] 前記目的を達成するために、本発明は以下の手段を提供する。

[0008] [ 1 ] 第 1光拡散性光学部材と、前記第 1光拡散性光学部材の背面側に配

置された光源装置と、前記第 1光拡散性光学部材の前面側に配置された液晶

パネルと、前記第 1光拡散性光学部材と前記液晶パネルとの間に配置された

反射型偏光分離フイルムと、を備え、

前記液晶パネルは、相互に離間して配置された一対の透明電極及び前記一

対の透明電極の間に封入された液晶を持つ液晶セルを有 し、

前記液晶の分子は、前記一対の透明電極間に電圧を印加 しない状態におい

て、前記透明電極に対 して略垂直方向に配向し、

前記第 1光拡散性光学部材は、透明材料、及び、前記透明材料中に分散 し

た光拡散粒子を有 し、及び、

前記透明材料の屈折率と前記光拡散粒子の屈折率との差の絶対値を∆ n と

し、前記光拡散粒子の累積 5 0 %粒子径をD 50 ( ) としたとき、 0 . 0 1

≤ ∆ η Χ ≤ Ο . 2 5 を満たす、液晶表示装置。

[0009] [ 2 ] 前記第 1光拡散性光学部材と前記光源装置との間に配置された集光

性光学部材をさらに備える前項 1 に記載の液晶表示装置。

[001 0] [ 3 ] 第 1光拡散性光学部材と、前記第 1光拡散性光学部材の背面側に配

置された光源装置と、前記第 1光拡散性光学部材の前面側に配置された液晶

パネルと、前記第 1光拡散性光学部材と前記光源装置との間に配置された反

射型偏光分離フイルムと、を備え、

前記液晶パネルは、相互に離間して配置された一対の透明電極及び前記一

対の透明電極の間に封入された液晶を持つ液晶セルを有 し、

前記液晶の分子は、前記一対の透明電極間に電圧を印加 しない状態におい

て、前記透明電極に対 して略垂直方向に配向し、



前記第 1 光拡散性光学部材 は、透明材料、及び、前記透明材料 中に分散 し

た光拡散粒子 を有 し、及び

前記透明材料の屈折率 と前記光拡散粒子の屈折率 との差 の絶対値 を ∆ n と

し、前記光拡散粒子の累積 5 0 % 粒 子径 を D 50 ( ) と した とき、 0 . 0 1

≤ ∆ η Χ ≤ Ο . 2 5 を満 たす、液晶表示装置。

[001 1] [ 4 ] 前 記反射型偏光分離 フィル厶 と前記光源装置 との間に配置 された集

光性光学部材 をさ らに備 える前項 3 に記載 の液晶表示装置。

[001 2] [ 5 ] 前 面側第 1 光拡散性光学部材 と、背面側第 1 光拡散性光学部材 と、

背面側第 1 光拡散性光学部材の背面側 に配置 された光源装置 と、前面側第 1

光拡散性光学部材の前面側 に配置 された液晶パ ネル と、前記前面側第 1 光拡

散性光学部材 と前記背面側第 1 光拡散性光学部材 との間に配置 された反射型

偏光分離 フ イル ム と、 を備 え、

前記液晶パ ネル は、相互 に離 間 して配置 された一対の透明電極 及び前記一

対の透明電極 の間に封入 された液晶 を持つ液晶セル を有 し、

前記液晶の分子は、前記一対の透明電極 間に電圧 を印加 しない状態 におい

て、前記透明電極 に対 して略垂直方向に配向 し、

前記前面側第 1 光拡散性光学部材及び背面側第 1 光拡散性光学部材のそれ

ぞれは、透明材料、及び、前記透明材料 中に分散 した光拡散粒子 を有 し、及

び

前記透明材料の屈折率 と前記光拡散粒子の屈折率 との差 の絶対値 を ∆ η と

し、前記光拡散粒子の累積 5 0 % 粒 子径 を D 50 ( ) と した とき、 0 . 0 1

≤ ∆ η Χ ≤ Ο . 2 5 を満 たす液晶表示装置。

[001 3] [ 6 ] 前 記背面側第 1 光拡散性光学部材 と、前記光源装置 との間に配置 さ

れた集光性光学部材 さ らに備 えた前項 5 に記載 の液晶表示装置。

[0014] [ 7 ] 前 記集光性光学部材 と前記光源装置 との間に配置 された第 2 光拡散

性光学部材 をさ らに備 えた前項 2 、 4 または 6 に記載 の液晶表示装置。

[001 5] [ 8 ] 前 記集光性光学部材 は、入射角 一輝度 曲線 における半値半幅が 6 0

° 以上である入射光が前記集光性光学部材 に入射 した時 に、前記集光性光学



部材から出射される出射光の出射角—輝度曲線における半値半幅が、前記入

射光の半値半幅よりも 1 0 ° 以上小さくなる集光性能を備えた前項 2 、 4 、

6 または 7 に記載の液晶表示装置。

[001 6] [ 9 ] 前記集光性光学部材はプリズムシー トであり、

前記プリズムシー トは、入射角—輝度曲線において半値半幅が 6 0 ° 以上

である入射光が前記プリズムシ一 卜に入射 した時に、前記プリズムシ一 卜か

ら出射される出射光の出射角—輝度曲線における半値半幅が、前記入射光の

半値半幅よりも 1 0 ° 以上小さくなる集光性能を備えた前項 2 、 4 、 6 また

は 7 に記載の液晶表示装置。

[001 7] [ 0 ] 前記集光性光学部材は光拡散シー 卜であり、

前記光拡散シ一 卜は、入射角—輝度曲線において半値半幅が 6 0 ° 以上で

ある入射光が前記光拡散シー トに入射 した時に、前記光拡散シー トから出射

される出射光の出射角—輝度曲線における半値半幅が、前記入射光の半値半

幅よりも 1 0 ° 以上小さくなる集光性能を備えた前項 2 、 4 、 6 または 7 に

記載の液晶表示装置。

[001 8] [ 前記集光性光学部材は表面に凹凸形状を有する光拡散性光学部材

であり、

前記光拡散性光学部材は、入射角一輝度曲線において半値半幅が 6 0 ° 以

上である入射光が前記光拡散性光学部材に入射 した時に、前記光拡散性光学

部材から出射される出射光の出射角—輝度曲線における半値半幅が、前記入

射光の半値半幅よりも 1 0 ° 以上小さくなる集光性能を備えた前項 2 、 4 、

6 または 7 に記載の液晶表示装置。

[001 9] [ ] 前記光源装置は、前記第 1 光拡散性光学部材の背面側に配置され

た導光板と、前記導光板の少なくとも一の側面の側方に配置された光源とを

備える前項 1 ~ 1 1 のいずれか 1 項に記載の液晶表示装置。

[0020] [ 1 3 ] 前記光源装置は、前記第 1 光拡散性光学部材の背面側に配置され

た複数の光源を備える前項 1 ~ 1 1 のいずれか 1 項に記載の液晶表示装置。

[0021 ] [ 1 4 ] 前記光源が発光ダイ才一 ドである前項 1 2 または 1 3 に記載の液



曰曰表示装置。

[0022] [ 1 5 ] 第 1光拡散性光学部材と、前記第 1光拡散性光学部材上に積層さ

れ一体化された反射型偏光分離フイルムと、を備え、

前記第 1光拡散性光学部材は、透明材料、及び、前記透明材料中に分散 し

た光拡散粒子を有 し、

前記透明材料の屈折率と前記光拡散粒子の屈折率との差の絶対値を∆ n と

し、前記光拡散粒子の累積 5 0 %粒子径をD 50 ( ) としたとき、 0 . 0 1

≤ ∆ η Χ ≤ Ο . 2 5 を満たす積層光学部材。

発明の効果

[0023] [ ] の発明では、第 1光拡散性光学部材において 0 . 0 1 ∆ η X D ≤

0 . 2 5 を満たすことにより第 1光拡散性光学部材を斜め方向に透過する拡

散光が青みを帯びる現象と、この後にその光がV A 型の液晶パネルを斜め方

向に透過することでその光に赤みが付与される現象と、で色合い （青 赤）

が互いに相殺 （補償）され、その結果、正面方向は勿論のこと斜め方向から

見た時も赤みを帯びることなく自然で高品位なカラ一表示が実現される。更

に、第 1光拡散性光学部材と液晶パネルとの間に反射型偏光分離フィル厶が

配置されているから、液晶表示装置の画面の輝度を向上させることができる

[0024] [ 2 ] の発明では、第 1光拡散性光学部材と光源装置との間に集光性光学

部材が配置されているから、斜め方向から見た時の赤み抑制効果をさらに高

めることができる。

[0025] [ 3 ] の発明では、第 1光拡散性光学部材において 0 . O 1 A n X D 50

0 . 2 5 を満たすことにより第 1光拡散性光学部材を斜め方向に透過する拡

散光が青みを帯びる現象と、この後にその光がV Α 型の液晶パネルを斜め方

向に透過することでその光に赤みが付与される現象と、で色合い （青 赤）

が互いに相殺 （補償）され、その結果、正面方向は勿論のこと斜め方向から

見た時も赤みを帯びることなく自然で高品位なカラ一表示が実現される。更

に、第 1光拡散性光学部材と光源装置との間に反射型偏光分離フィル厶が配



置されているから、液晶表示装置の画面の輝度を向上させることができる。

[0026] [ 4 ] の発明では、反射型偏光分離フイルムと光源装置との間に集光性光

学部材が配置されているから、斜め方向から見た時の赤み抑制効果をさらに

高めることができる。

[0027] [ 5 ] の発明では、第 1光拡散性光学部材において 0 . O 1 A n X D 50

0 . 2 5 を満たすことにより第 1光拡散性光学部材を斜め方向に透過する拡

散光が青みを帯びる現象と、この後にその光がV Α 型の液晶パネルを斜め方

向に透過することでその光に赤みが付与される現象と、で色合い （青 赤）

が互いに相殺 （補償）され、その結果、正面方向は勿論のこと斜め方向から

見た時も赤みを帯びることなく自然で高品位なカラ一表示が実現される。更

に、前後一対の第 1光拡散性光学部材の間に反射型偏光分離フィル厶が配置

されているから、液晶表示装置の画面の輝度を向上させることができる。

[0028] [ 6 ] の発明では、一対の第 1光拡散性光学部材のうちの背面側の第 1光

拡散性光学部材と、光源装置との間に集光性光学部材が配置されているから

、斜め方向から見た時の赤み抑制効果をさらに高めることができる。

[0029] [ 7 ] の発明では、集光性光学部材と光源装置との間に更に第 2 光拡散性

光学部材が配置されているから、液晶パネルの面内で明るさがより均一な画

像を得ることができる。

[0030] [ 8 ] ~ [ 1 1 ] の発明では、集光性光学部材は、入射角—輝度曲線にお

いて半値半幅が 6 0 ° 以上である入射光を前記集光性光学部材に入射させた

時に、前記集光性光学部材から出射される出射光の出射角—輝度曲線におけ

る半値半幅が、前記入射光の半値半幅よりも 1 0 ° 以上小さくなる集光性能

を備えるから、斜め方向から見た時の赤み抑制効果をより高めることができ

る。

[0031 ] また、 [ 1 0 ] [ 1 1 ] の発明では、集光性光学部材は、集光機能と共に

光拡散性能も備えているから、斜め方向から見た時の赤み抑制効果をより高

めることができると共に、光をより拡散させることができる。

[0032] [ 1 2 ] の発明では、正面方向は勿論のこと斜め方向から見た時も赤みを



帯びることなく自然で高品位なカラ一表示が実現される高輝度のエツジライ

卜型液晶表示装置が提供される。

[0033] [ 1 3 ] の発明では、正面方向は勿論のこと斜め方向から見た時も赤みを

帯びることなく自然で高品位なカラ一表示が実現される高輝度の直下型液晶

表示装置が提供される。

[0034] [ 1 4 ] の発明では、光源として発光ダイオードを用いているにもかかわ

らず、正面方向は勿論のこと斜め方向から見た時も赤みを帯びることなく自

然で高品位な力ラ一表示が実現される。

[0035] [ 1 5 ] の発明 （積層光学部材）では、第 1光拡散性光学部材において0

. 0 ≤ ∆ η Χ ≤ Ο . 2 5 を満たすことにより第 1光拡散性光学部材を斜

め方向に透過する拡散光が青みを帯びる現象と、この後にその光がV Α 型の

液晶パネルを斜め方向に透過することでその光に赤みが付与される現象と、

で色合い （青 赤）が互いに相殺 （補償）され、その結果、正面方向は勿論

のこと斜め方向から見た時も赤みを帯びることなく自然で高品位なカラ一表

示の実現が可能となる。更に、第 1光拡散性光学部材に反射型偏光分離フィ

ル厶が積層されて一体化されているから、前記積層光学部材を用いて構成さ

れた液晶表示装置は画面が高輝度のものとなる。

図面の簡単な説明

[0036] [ 図1]本発明に係る液晶表示装置の一実施形態を示す模式的側面図である。

[図2]本発明に係る液晶表示装置の他の実施形態を示す模式的側面図である。

[図3]本発明に係る液晶表示装置のさらに他の実施形態を示す模式的側面図で

ある。

[図4]本発明に係る液晶表示装置のさらに他の実施形態を示す模式的側面図で

ある。

[図5]本発明に係る液晶表示装置のさらに他の実施形態を示す模式的側面図で

ある。

[図6]本発明に係る液晶表示装置のさらに他の実施形態を示す模式的側面図で

ある。



[ 図7] 本発明に係る液晶表示装置のさらに他の実施形態を示す模式的側面図で

ある。

[ 図8] 本発明に係る液晶表示装置のさらに他の実施形態を示す模式的側面図で

ある。

[ 図9] 本発明に係る液晶表示装置のさらに他の実施形態を示す模式的側面図で

ある。

[ 図10] 本発明に係る液晶表示装置のさらに他の実施形態を示す模式的側面図

である。

[ 図11] 本発明に係る液晶表示装置のさらに他の実施形態を示す模式的側面図

である。

[ 図12] 本発明に係る液晶表示装置のさらに他の実施形態を示す模式的側面図

である。

[ 図13] 本発明で用いる集光性光学部材についての入射角—輝度曲線と出射角

—輝度曲線の一例を示す図である。この図 1 3 において、 「M 」は入射光の

半値半幅を示 し、 「N」は出射光の半値半幅を示す。これら入射角—輝度曲

線及び出射角― 輝度曲線は、いずれも左右の片側だけを示 したものであるが

、いずれの曲線も角度 0 ° の縦線を中心にして左右略線対称になっている。

発明を実施するための形態

[0037] 本発明に係る液晶表示装置 （1 ) の一実施形態を図 1 に示す。この液晶表

示装置 （1 ) は、面光源装置 （9 ) と、前記面光源装置 （9 ) の前面側に配

置された液晶パネル （3 0 ) とを備えている。前記面光源装置 （9 ) は、第

1光拡散性光学部材 （3 ) と、前記第 1光拡散性光学部材 （3 ) の背面側に

配置された光源装置 （5 0 ) とを備えている。

[0038] 前記液晶パネル （3 0 ) は、相互に離間 して平行状に配置された上下一対

の透明電極 （1 2 ) ( 1 3 ) の間に液晶 （1 1 ) が封入されてなる液晶セル

( 2 0 ) と、前記液晶セル （2 0 ) の上下両側に配置された偏光板 （1 4 )

( 1 5 ) とを備える。これら構成部材 （1 1 ) ( 1 2 ) ( 1 3 ) ( 1 4 ) (

1 5 ) によって画像表示部が構成されている。なお、前記透明電極 （1 2 )



( 1 3 ) の内面 （液晶側の面）にはそれぞれ配向膜 （図示 しない）が積層さ

れている。

[0039] 前記液晶 （1 1 ) の分子は、前記一対の透明電極 （1 2 ) ( 1 3 ) 間に電

圧を印加 しない状態においては前記透明電極 （1 2 ) ( 1 3 ) に対 して略垂

直方向 （垂直方向を含む）に配向するものである一方、前記一対の透明電極

( 1 2 ) ( 1 3 ) 間に電圧を印加 した状態においては前記透明電極 （1 2 )

( 1 3 ) に対 して略平行状 （平行状 を含む）に配向する （略水平方向に配向

する）。即ち、前記液晶セル （2 0 ) と して、垂直配向 （V e r t i c a I

A I i g n m e n t ) 液晶セルが用い られている。

[0040] 前記面光源装置 （9 ) は、前記下側の偏光板 （1 5 ) の下面側 （背面側）

に配置されている。 この面光源装置 （9 ) は、平面視 したときに矩形形状で

上面側 （前面側）が開放 された薄箱型形状のランプボ ックス （5 ) と、前記

ランプボ ックス （5 ) 内に相互に離間 して配置された複数の光源 （2 ) と、

これ ら複数の光源 （2 ) の上方側 （前面側）に配置された第 1 光拡散性光学

部材 （3 ) と、前記第 1 光拡散性光学部材 （3 ) と前記液晶パ ネル （3 0 )

との間に配置された反射型偏光分離 フ イル ム （4 0 ) と、前記第 1 光拡散性

光学部材 （3 ) と前記光源 （2 ) との間に配置された集光性光学部材 （4 )

とを備えている。前記第 1 光拡散性光学部材 （3 ) 及び前記集光性光学部材

( 4 ) は、前記ランプボ ックス （5 ) に対 してその開放面を塞 ぐように載置

されて固定されている。前記反射型偏光分離 フ イル ム （4 0 ) は、接着剤層

( 4 1 ) を介 して前記第 1 光拡散性光学部材 （3 ) の前面に積層され、 これ

により第 1 光拡散性光学部材 （3 ) と一体化されて、前記第 1 光拡散性光学

部材 （3 ) とともに積層光学部材 1 0 0 を構成 している。前記ランプボ ック

ス （5 ) の内面には光反射層 （図示 しない）が設けられている。図 1 の実施

形態では、前記光源装置 （5 0 ) は、前記第 1 光拡散性光学部材 （3 ) の背

面側 に配置された複数の光源 （2 ) と、 ランプボ ックス （5 ) とで構成 され

ている。

[0041 ] 前記実施形態では、前記第 1 光拡散性光学部材 （3 ) と前記集光性光学部



材 （4 ) とが接触状態に重ね合わされた配置態様 （図 1参照）が採用されて

いるが、特にこのような配置態様に限定されるものではなく、例えば前記第

1光拡散性光学部材 （3 ) と前記集光性光学部材 （4 ) との間に僅かな空気

層を介 して両部材 （3 ) ( 4 ) が互いに非接触状態で平行状に配置された構

成を採用 してもよい。

[0042] 前記第 1光拡散性光学部材 （3 ) は、透明材料中に光拡散粒子が分散され

た組成物のシ一 卜、フィル厶等の板である。

[0043] また、前記第 1光拡散性光学部材 （3 ) は、次のような関係式が成立する

ように構成されている。即ち、前記透明材料の屈折率と前記光拡散粒子の屈

折率の差の絶対値を∆ n とし、前記光拡散粒子の累積 5 0 %粒子径をD 50 µ ,

m) としたとき、 0 . O 1 A n X D 50 O . 2 5 の関係式が成立する。即ち

、このような関係式を満足する透明材料および光拡散粒子により前記第 1光

拡散性光学部材 （3 ) が構成されている。

[0044] 上記構成に係るV A 型液晶表示装置 （1 ) では、第 1光拡散性光学部材 （

3 ) において 0 . O 1 A n X D 50 O . 2 5 の関係式が成立する構成である

ことにより第 1光拡散性光学部材 （3 ) を斜め方向に透過する拡散光が青み

を帯びる現象と、この後にその光が液晶パネル （3 0 ) を斜め方向に透過す

ることでその光に赤みが付与される現象と、で色合い （青 赤）が互いに相

殺 （補償）され、その結果、液晶パネル （3 0 ) を斜め方向から見た時に赤

みを帯びることなく自然で高品位なカラ一表示が実現される。加えて、第 1

光拡散性光学部材 （3 ) と光源 （2 ) との間に集光性光学部材 （4 ) が配置

されているから、斜め方向から見た時の赤み抑制効果をさらに高めることが

できる。また、上記構成の第 1光拡散性光学部材 （3 ) を正面方向に透過す

る拡散光は白色であるから、液晶パネル （3 0 ) を正面方向から見た時にも

自然で高品位なカラー表示が実現される。更に、第 1光拡散性光学部材 （3

) と液晶パネルと （3 0 ) の間に反射型偏光分離フイルム （4 0 ) が配置さ

れているから、液晶表示装置 （1 ) の画面の輝度を向上させることができる



[0045] なお、第 1光拡散性光学部材において∆ η X D 50< O . 0 1 または0 . 2 5

< ∆ n X D 50の関係式が成立する場合には、 V A 型液晶表示装置を斜め方向か

ら見た時には赤みを帯びたカラ一表示となる。

[0046] 次に、本発明に係る液晶表示装置 （1 ) の他の実施形態を図 3 に示す。こ

の実施形態では、図 1 の液晶表示装置において面光源装置 （9 ) として下記

構成のものが採用されている。他の構成は、前記図 1 の実施形態と同一であ

る。

[0047] 即ち、図 3 の実施形態では、面光源装置 （9 ) は、平面視 したときに矩形

形状で上面側 （前面側）が開放された薄箱型形状のランプボックス （5 ) と

、側面から入射する光を前面 （7 b ) から出射させる導光板 （7 ) と、前記

導光板 （7 ) の一の側面の側方の位置に前記側面に対向 して配置された光源

( 2 ) と、前記導光板 （7 ) の上方側 （前面側）に配置された第 1光拡散性

光学部材 （3 ) と、前記第 1光拡散性光学部材 （3 ) と前記液晶パネル （3

0 ) との間に配置された反射型偏光分離フイルム （4 0 ) と、前記第 1光拡

散性光学部材 （3 ) と前記導光板 （7 ) との間に配置された集光性光学部材

( 4 ) とを備えている。前記第 1光拡散性光学部材 （3 ) 及び前記集光性光

学部材 （4 ) は、前記ランプボックス （5 ) に対 してその開放面を塞 ぐよう

に載置されて固定されている。前記反射型偏光分離フイルム （4 0 ) は、接

着剤層 （4 1 ) を介 して前記第 1光拡散性光学部材 （3 ) の前面に積層され

、第 1光拡散性光学部材 （3 ) と一体化されて、前記第 1光拡散性光学部材

( 3 ) とともに積層光学部材 1 0 0 を構成 している。前記導光板 （7 ) 及び

前記光源 （2 ) は、前記ランプボックス （5 ) 内に収容されている。前記ラ

ンプボックス （5 ) は、白色の樹脂板又は白色の樹脂フイルムで製作されて

いる。この図 3 の実施形態では、前記光源装置 （5 0 ) は、前記第 1光拡散

性光学部材 （3 ) の背面側に配置された導光板 （7 ) と、前記導光板 （7 )

の一の側面の側方の位置に配置された光源 （2 ) と、前記ランプボックス （

5 ) とで構成されている。

[0048] 前記導光板 （7 ) は、前記導光板 （7 ) の側面から入射する光 （光源から



の光）を導光板の前面 （7 b ) か ら均一に出射 し得 るように光を導 く光学部

材である。前記導光板 （7 ) は、透明樹脂 または透明樹脂組成物の板状体か

ら形成 される。本実施形態では、前記導光板 （7 ) の背面 （7 a ) には白色

インクによる ドッ 卜印刷部 （ドッ 卜パターン）が形成 されていて、前記光源

( 2 ) か ら導光板 （7 ) 内にその一の側面か ら入射 した光を前記 ドッ ト印刷

部 により反射させることによって、導光板の前面、即ち光出射面 （7 b ) か

ら光を均一に出射できるものとなされている。前記導光板 （7 ) の背面 （7

a ) には、 白色インクによる ドッ 卜印刷部以外の ドッ 卜パターンが形成 され

ていてもよい。例えば前記導光板 （7 ) の背面 （7 a ) に レーザ一光による

凹凸パターンが形成 されていてもよい。前記導光板 （7 ) は、前記透明樹脂

中に微粒子が分散 されていてもよい。

[0049] 前記第 1 光拡散性光学部材 （3 ) は、透明材料中に光拡散粒子が分散 され

た組成物のシ一 卜、 フィル厶等の板である。

[0050] また、前記第 1 光拡散性光学部材 （3 ) は、次のような関係式が成立する

ように構成 されている。即ち、前記透明材料の屈折率 と前記光拡散粒子の屈

折率の差の絶対値 を∆ n と し、前記光拡散粒子の累積 5 0 %粒子径 を D 50 µ ,

m ) と したとき、 0 . O 1 A n X D 50 O . 2 5 の関係式が成立する。即ち

、 このような関係式を満足する透明材料および光拡散粒子により前記第 1 光

拡散性光学部材 （3 ) が構成 されている。

[0051 ] 前記導光板 （7 ) の前面 （7 b ) か ら出射された光は、前記集光性光学部

材 （4 ) 、前記第 1 光拡散性光学部材 （3 ) 、前記接着剤層 （4 1 ) 、前記

反射型偏光分離 フイルム （4 0 ) をこの順 に透過 して前記液晶パネル （3 0

) を均一に照明する。

[0052] なお、前記実施形態では、前記第 1 光拡散性光学部材 （3 ) と前記集光性

光学部材 （4 ) とが接触状態に重ね合わされた配置態様 （図 3 参照）が採用

されているが、特 にこのような配置態様 に限定されるものではな く、例えば

前記第 1 光拡散性光学部材 （3 ) と前記集光性光学部材 （4 ) との間に僅か

な空気層を介 して両部材 （3 ) ( 4 ) が互いに非接触状態で平行状 に配置さ



れた構成を採用 しても良い。

[0053] 図 3 のV A 型液晶表示装置 （1 ) では、第 1光拡散性光学部材 （3 ) にお

いて 0 . O 1 A n X D 50 O . 2 5 の関係式が成立する構成であることによ

り第 1光拡散性光学部材 （3 ) を斜め方向に透過する拡散光が青みを帯びる

現象と、この後にその光が液晶パネル （3 0 ) を斜め方向に透過することで

その光に赤みが付与される現象と、で色合い （青 赤）が互いに相殺 （補償

) され、その結果、液晶パネル （3 0 ) を斜め方向から見た時に赤みを帯び

ることなく自然で高品位なカラ一表示が実現される。加えて、第 1光拡散性

光学部材 （3 ) と導光板 （7 ) との間に集光性光学部材 （4 ) が配置されて

いるから、斜め方向から見た時の赤み抑制効果をさらに高めることができる

。また、上記構成の第 1光拡散性光学部材 （3 ) を正面方向に透過する拡散

光は白色であるから、液晶パネル （3 0 ) を正面方向から見た時にも自然で

高品位なカラー表示が実現される。更に、第 1光拡散性光学部材 （3 ) と液

晶パネルと （3 0 ) の間に反射型偏光分離フイルム （4 0 ) が配置されてい

るから、液晶表示装置 （1 ) の画面の輝度を向上させることができる。

[0054] なお、第 1光拡散性光学部材において∆ n X D 50< O . 0 1 または0 . 2 5

< ∆ n X D 50の関係式が成立する場合には、 V A 型液晶表示装置を斜め方向か

ら見た時には赤みを帯びたカラ一表示となる。

[0055] 次に、本発明に係る液晶表示装置 （1 ) のさらに他の実施形態を図 2 に示

す。この実施形態では、図 1 の液晶表示装置において前記集光性光学部材 （

4 ) と前記光源 （2 ) との間にさらに第 2 光拡散性光学部材 （6 ) が配置さ

れた構成が採用されている。他の構成は、前記図 1 の実施形態と同一である

[0056] この図 2 の液晶表示装置 （1 ) では、上述 した効果 （斜め方向から見た時

に赤みを帯びることなく自然で高品位なカラ一表示が実現される）を奏する

ことに加えて、集光性光学部材 （4 ) と光源 （2 ) との間に第 2 光拡散性光

学部材 （6 ) が配置されているから、液晶パネル （3 0 ) の面内で明るさが

より均一な画像を得ることができる。



[0057] 次に、本発明に係る液晶表示装置 （1 ) のさらに他の実施形態を図4 に示

す。この実施形態では、図 3 の液晶表示装置において前記集光性光学部材 （

4 ) と前記導光板 （7 ) との間にさらに第 2 光拡散性光学部材 （6 ) が配置

された構成が採用されている。他の構成は、前記図 3 の実施形態と同一であ

る。

[0058] この図4 の液晶表示装置 （1 ) では、上述 した効果 （斜め方向から見た時

に赤みを帯びることなく自然で高品位なカラ一表示が実現される）を奏する

ことに加えて、集光性光学部材 （4 ) と導光板 （7 ) との間に第 2 光拡散性

光学部材 （6 ) が配置されているから、液晶パネル （3 0 ) の面内で明るさ

がより均一な画像を得ることができる。

[0059] 次に、本発明に係る液晶表示装置 （1 ) のさらに他の実施形態を図 5 に示

す。この実施形態では、図 1 の液晶表示装置において第 1光拡散性光学部材

( 3 ) と反射型偏光分離フイルム （4 0 ) が相互に位置を入れ替えた構成が

採用されている。即ち、集光性光学部材 （4 ) の前面側に反射型偏光分離フ

イルム （4 0 ) が配置され、前記反射型偏光分離フイルム （4 0 ) の前面に

接着剤層 （4 1 ) を介 して第 1光拡散性光学部材 （3 ) が積層され、反射型

偏光分離フイルム （4 0 ) と一体化されている。他の構成は、前記図 1 の実

施形態と同一である。図 5 に示す構成の液晶表示装置 （1 ) は、図 1 に示す

構成の液晶表示装置 （1 ) と同等の効果を奏する。

[0060] 次に、本発明に係る液晶表示装置 （1 ) のさらに他の実施形態を図 6 に示

す。この実施形態では、図 1 の液晶表示装置において反射型偏光分離フィル

厶 （4 0 ) の前面にさらに接着剤層 （4 2 ) を介 して第 1光拡散性光学部材

( 3 ) が積層一体化された構成が採用されている。即ち、集光性光学部材 （

4 ) の前面側に背面側第 1光拡散性光学部材 （3 ) が配置され、前記背面側

第 1光拡散性光学部材 （3 ) の前面に接着剤層 （4 1 ) を介 して反射型偏光

分離フイルム （4 0 ) が積層され、背面側第 1光拡散性光学部材 （3 ) と一

体化され、前記反射型偏光分離フイルム （4 0 ) の前面に接着剤層 （4 2 )

を介 して前面側第 1光拡散性光学部材 （3 ) が積層され、反射型偏光分離フ



イルム （4 0 ) と一体化されている。他の構成は、前記図 1 の実施形態 と同

—である。図 6 に示す構成の液晶表示装置 （1 ) は、図 1 に示す構成の液晶

表示装置 （1 ) と同等の効果を奏する。

[0061 ] 次 に、本発明に係 る液晶表示装置 （1 ) のさらに他の実施形態を図 7 に示

す。 この実施形態では、図 2 の液晶表示装置において第 1 光拡散性光学部材

( 3 ) と反射型偏光分離 フ イル ム （4 0 ) が相互に位置を入れ替えた構成が

採用されている。即ち、集光性光学部材 （4 ) の背面側 に第 2 光拡散性光学

部材 （6 ) が配置され、前記集光性光学部材 （4 ) の前面側 に反射型偏光分

離 フ イル ム （4 0 ) が配置され、前記反射型偏光分離 フ イル ム （4 0 ) の前

面に接着剤層 （4 1 ) を介 して第 1 光拡散性光学部材 （3 ) が積層され、反

射型偏光分離 フ イル ム （4 0 ) と一体化されている。他の構成は、前記図 2

の実施形態 と同一である。図 7 に示す構成の液晶表示装置 （1 ) は、図 2 に

示す構成の液晶表示装置 （1 ) と同等の効果を奏する。

[0062] 次 に、本発明に係 る液晶表示装置 （1 ) のさらに他の実施形態を図 8 に示

す。 この実施形態では、図 2 の液晶表示装置において反射型偏光分離 フ ィル

厶 （4 0 ) の前面にさらに接着剤層 （4 2 ) を介 して第 1 光拡散性光学部材

( 3 ) が積層され、反射型偏光分離 フイルム （4 0 ) と一体化された構成が

採用されている。即ち、集光性光学部材 （4 ) の背面側 に第 2 光拡散性光学

部材 （6 ) が配置され、前記集光性光学部材 （4 ) の前面側 に背面側第 1 光

拡散性光学部材 （3 ) が配置され、前記背面側第 1 光拡散性光学部材 （3 )

の前面に接着剤層 （4 1 ) を介 して反射型偏光分離 フイルム （4 0 ) が積層

され、背面側第 1 光拡散性光学部材 （3 ) と一体化され、前記反射型偏光分

離 フ イル ム （4 0 ) の前面に接着剤層 （4 2 ) を介 して前面側第 1 光拡散性

光学部材 （3 ) が積層され、反射型偏光分離 フ イル ム （4 0 ) と一体化され

ている。他の構成は、前記図 2 の実施形態 と同一である。図 8 に示す構成の

液晶表示装置 （1 ) は、図 2 に示す構成の液晶表示装置 （1 ) と同等の効果

を奏する。

[0063] 次 に、本発明に係 る液晶表示装置 （1 ) のさらに他の実施形態を図 9 に示



す。この実施形態では、図 3 の液晶表示装置において第 1光拡散性光学部材

( 3 ) と反射型偏光分離フイルム （4 0 ) が相互に位置を入れ替えた構成が

採用されている。即ち、集光性光学部材 （4 ) の前面側に反射型偏光分離フ

イルム （4 0 ) が配置され、前記反射型偏光分離フイルム （4 0 ) の前面に

接着剤層 （4 1 ) を介 して第 1光拡散性光学部材 （3 ) が積層され、反射型

偏光分離フイルム （4 0 ) と一体化されている。他の構成は、前記図 3 の実

施形態と同一である。図 9 に示す構成の液晶表示装置 （1 ) は、図 3 に示す

構成の液晶表示装置 （1 ) と同等の効果を奏する。

[0064] 次に、本発明に係る液晶表示装置 （1 ) のさらに他の実施形態を図 1 0 に

示す。この実施形態では、図 3 の液晶表示装置において反射型偏光分離フィ

ル厶 （4 0 ) の前面にさらに接着剤層 （4 2 ) を介 して第 1光拡散性光学部

材 （3 ) が積層され、反射型偏光分離フイルム （4 0 ) と一体化された構成

が採用されている。即ち、集光性光学部材 （4 ) の前面側に背面側第 1光拡

散性光学部材 （3 ) が配置され、前記背面側第 1光拡散性光学部材 （3 ) の

前面に接着剤層 （4 1 ) を介 して反射型偏光分離フイルム （4 0 ) が積層さ

れ、背面側第 1光拡散性光学部材 （3 ) と一体化され、前記反射型偏光分離

フイルム （4 0 ) の前面に接着剤層 （4 2 ) を介 して前面側第 1光拡散性光

学部材 （3 ) が積層され、反射型偏光分離フイルム （4 0 ) と一体化されて

いる。他の構成は、前記図 3 の実施形態と同一である。図 1 0 に示す構成の

液晶表示装置 （1 ) は、図 3 に示す構成の液晶表示装置 （1 ) と同等の効果

を奏する。

[0065] 次に、本発明に係る液晶表示装置 （1 ) のさらに他の実施形態を図 1 1 に

示す。この実施形態では、図4 の液晶表示装置において第 1光拡散性光学部

材 （3 ) と反射型偏光分離フイルム （4 0 ) が相互に位置を入れ替えた構成

が採用されている。即ち、集光性光学部材 （4 ) の背面側に第 2 光拡散性光

学部材 （6 ) が配置され、前記集光性光学部材 （4 ) の前面側に反射型偏光

分離フイルム （4 0 ) が配置され、前記反射型偏光分離フイルム （4 0 ) の

前面に接着剤層 （4 1 ) を介 して第 1光拡散性光学部材 （3 ) が積層され、



反射型偏光分離フイルム （4 0 ) と一体化されている。他の構成は、前記図

4 の実施形態と同一である。図 1 1 に示す構成の液晶表示装置 （1 ) は、図

4 に示す構成の液晶表示装置 （1 ) と同等の効果を奏する。

[0066] 次に、本発明に係る液晶表示装置 （1 ) のさらに他の実施形態を図 1 2 に

示す。この実施形態では、図4 の液晶表示装置において反射型偏光分離フィ

ル厶 （4 0 ) の前面にさらに接着剤層 （4 2 ) を介 して第 1光拡散性光学部

材 （3 ) が積層され、反射型偏光分離フイルム （4 0 ) と一体化された構成

が採用されている。即ち、集光性光学部材 （4 ) の背面側に第 2 光拡散性光

学部材 （6 ) が配置され、前記集光性光学部材 （4 ) の前面側に背面側第 1

光拡散性光学部材 （3 ) が配置され、前記背面側第 1光拡散性光学部材 （3

) の前面に接着剤層 （4 1 ) を介 して反射型偏光分離フイルム （4 0 ) が積

層され、背面側第 1光拡散性光学部材 （3 ) と一体化され、前記反射型偏光

分離フイルム （4 0 ) の前面に接着剤層 （4 2 ) を介 して前面側第 1光拡散

性光学部材 （3 ) が積層され、反射型偏光分離フイルム （4 0 ) と一体化さ

れている。他の構成は、前記図4 の実施形態と同一である。図 1 2 に示す構

成の液晶表示装置 （1 ) は、図4 に示す構成の液晶表示装置 （1 ) と同等の

効果を奏する。

[0067] なお、図 2 、 4 、 7 、 8 、 1 1、 1 2 では、前記集光性光学部材 （4 ) と

前記第 2 光拡散性光学部材 （6 ) とが接触状態に重ね合わされた配置態様が

採用されているが、特にこのような配置態様に限定されるものではなく、例

えば前記集光性光学部材 （4 ) と前記第 2 光拡散性光学部材 （6 ) との間に

僅かな空気層を介 して両部材 （4 ) ( 6 ) が互いに非接触状態で平行状に配

置された構成を採用 しても良い。

[0068] 本発明において、前記導光板 （7 ) としては、厚さ 1 m m~ 3 0 m mの平

面視 したときに矩形形状の導光板が好ましく用いられる。中でも、前記導光

板 （7 ) の厚さは 1 m m~ 1 0 m mであることが特に好ましい。前記導光板

( 7 ) の側面は、研磨処理等により平滑面に形成されていることが好ましい

。また、前記導光板 （7 ) としては、通常、屈折率 1 . 4 ~ 1 . 7 の導光板



が用い られる。 このような屈折率 を有する導光板の材料 と しては、特 に限定

されるものではないが、例えばァク リル樹脂、ポ リスチ レン、ポ リカ一ボネ

— 卜等の無色透明の樹脂等を例示できる。例えば、 アク リル樹脂の一例であ

る P M M A (ポ リメチルメタァク リレー 卜）の屈折率は 1 . 4 9 である。

[0069] 前記第 1 光拡散性光学部材 （3 ) と しては、透明材料中に光拡散粒子が分

散 された組成物のシ一 卜、 フ イル ム等の板であれば特 に限定されずどのよう

なものでも使用できる。前記第 1 光拡散性光学部材 （3 ) の厚 さは、特 に限

定されないが、通常は 0 . 0 5 m m ~ 1 5 m mであ り、好ま しくは 0 . 0 5

m m ~ 3 m mであ り、 より好ま しくは 0 . 0 5 m m ~ 1 m mである。特 に 0

. 2 m m以下に設定されることが好ま しい。

[0070] 前記第 1 光拡散性光学部材 （3 ) を構成する透明材料 と しては、特 に限定

されるものではないが、例えばガラス、透明樹脂等が挙げられる。前記透明

樹脂 と しては、例えばポ リ力一ボネ一 卜樹脂、 A B S 樹脂 （ァク リロニ 卜リ

ル —スチ レン—ブタジエン共重合体樹脂）、 メタク リル樹脂、 M S 樹脂 （メ

タク リル酸 メチル —スチ レン共重合体樹脂）、ポ リスチ レン樹脂、 A S 樹脂

(アク リロニ トリル —スチ レン共重合体樹脂）、 ポ リオ レフイン樹脂 （ポ リ

エチ レン、ポ リプロピレン、環状ポ リオ レフィン樹脂等）などが挙げられる

[0071 ] 前記第 1 光拡散性光学部材 （3 ) を構成する光拡散粒子 （光拡散剤） と し

ては、前記第 1 光拡散性光学部材 （3 ) を構成する透明材料 と屈折率が相違

する粒子であって透過光を拡散 し得 るものであれば特 に限定されずどのよう

なものでも使用できる。例えば、 ガラス ビーズ、シ リカ粒子、水酸化アル ミ

ニゥ厶粒子、炭酸 カルシウム粒子、硫酸バ リウム粒子、酸化チタン粒子、 タ

ル ク等の無機粒子や、スチ レン系重合体粒子、 アク リル系重合体粒子、シロ

キサ ン系重合体粒子等の樹脂粒子などが挙げられる。

[0072] 前記光拡散粒子の添加量は、前記透明材料 1 0 0 質量部 に対 して 0 . 0 1

質量部〜 2 0 質量部、 さらには 0 . 0 3 質量部〜 1 0 質量部、特 には 5 質量

部以下の範囲に設定されることが好ま しい。 0 . 0 1 質量部以上 とすること



で十分な光拡散機能を確保できると共に2 0 質量部以下であることで第 1光

拡散性光学部材を斜め方向に透過する拡散光の青みの程度が不十分になるの

を防止できる。

[0073] 前記光拡散粒子の累積 5 0 %粒子径 （D 50) は、通常 1 O m以下であり、

好ましくは0 . 3 m ~ 8 m である。

[0074] 前記透明材料の屈折率と前記光拡散粒子の屈折率の差の絶対値 ∆ n は、通

常 0 . 0 1 ~ 0 . 2 0 に設定されるが、好適な範囲は0 . 0 2 ~ 0 . 1 8 で

ある。

[0075] 前記第 1光拡散性光学部材 （3 ) には、例えば紫外線吸収剤、熱安定剤、

酸化防止剤、耐候剤、光安定剤、蛍光増白剤、加工安定剤等の各種添加剤を

添加含有せ しめてもよい。また、本発明の効果を阻害 しない範囲であれば、

前記特定の関係式を満足する光拡散粒子以外の他の光拡散粒子を添加するこ

ともできる。

[0076] また、本発明の効果を阻害 しない範囲であれば、前記第 1光拡散性光学部

材 （3 ) の表面にコーティング層を形成 してもよい。前記コーティング層の

厚さは、前記第 1光拡散性光学部材 （3 ) の厚さの 2 0 %以下に設定される

ことが好ましく、特に好ましいのは前記第 1光拡散性光学部材 （3 ) の厚さ

の 1 0 %以下である。

[0077] 前記第 1光拡散性光学部材 （3 ) の製造方法としては、樹脂板の成形方法

として公知の成形法を用いることができ、特に限定されないが、例えば熱プ

レス法、溶融押出法、射出成形法等が挙げられる。

[0078] 前記反射型偏光分離フイルム （4 0 ) は、ある種の偏光光を透過 し、それ

と逆の性質を有する偏光光を反射する性質を有するものである。具体的には

、特定振動方向の直線偏光光を透過 し、それと直交する振動方向の直線偏光

光を反射する反射型直線偏光分離フィル厶や、ある回転方向の円偏光を透過

し、それと逆の方向に回転する円偏光を反射する反射型円偏光分離フイルム

がある。前記反射型直線偏光分離フイルムの市販品としては、例えばスリ一

ェム社製の 「D B E F ( D u a l B r i g h t n e s s E n h a n c e



m e n t F ί I m ) 」、 日東電工社製の 「N I P O X 」等が挙げられる。

[0079] 前記反射型偏光分離 フ イル ム （4 0 ) の厚 さは、通常、 0 . 0 2 m m ~ 5

m mであ り、好ま しくは 0 . 0 2 m m ~ 2 m mである。

[0080] 前記反射型偏光分離 フ イル ム （4 0 ) は、接着剤層 （4 1 ) ( 4 2 ) を介

して前記第 1 光拡散性光学部材 （3 ) の前面又は背面に積層され、第 1 光拡

散性光学部材 （3 ) と一体化されていることが好ま しい （図 1 ~ 1 2 参照）

。 このような構成 を採用 した場合には、第 1 光拡散性光学部材 （3 ) や反射

型偏光分離 フ イル ム （4 0 ) の傷付 き （互いの擦れ合い等による傷付 き）を

防止できる。なお、接着剤 を介 さずに熱等により反射型偏光分離 フ イル ム （

4 0 ) と第 1 光拡散性光学部材 （3 ) とを積層 し、 これ らを一体化 してもよ

い。

[0081 ] 前記接着剤層 （4 1 ) ( 4 2 ) を形成する材料 と しては、特 に限定される

ものではないが、例えばアク リル系粘着剤、 ウレタン系粘着剤、ポ リェ一テ

ル系粘着剤、シ リコーン系粘着剤等の粘着剤のほか、前記粘着剤以外のその

他の接着剤等が挙げられる。 これ らの中でも、無色透明の粘着剤 を用いるこ

とが、 より高品質の表示画像 を形成できる点で、好ま しい。 また、前記接着

剤 と しては、感圧型接着剤が好適に用い られる。

[0082] 前記接着剤層 （4 1 ) ( 4 2 ) の厚 さは、 1 m ~ 3 0 mの範囲に設定

されることが好ま しい。 1 m以上であることで十分な貼合強度 を確保する

ことができる。前記接着剤層 （4 1 ) ( 4 2 ) は、前記反射型偏光分離 フィ

ル厶 （4 0 ) の背面の略全面に又は前面の略全面に隙間な く積層されている

ことが好ま しい。

[0083] 前記集光性光学部材 （4 ) と しては、前記直下型液晶表示装置 （図 1、 2

、 5 8 ) を構成する場合には、光源 （2 ) か らの入射光を正面方向に集め

る集光機能を備えた部材であれば特 に限定されずどのようなものでも使用で

き、前記エ ッジライ 卜型液晶表示装置 （図 3 、 4 、 9 ) を構成する場

合には、前記導光板 （7 ) の前面 （7 b ) か らの入射光を正面方向に集める

集光機能を備えた部材であれば特 に限定されずどのようなものでも使用でき



る。例えば、入射光を正面方向に集める集光機能を備えたプリズムシー ト （

フイルムを含む）、入射光を正面方向に集める集光機能を備えた光拡散シー

卜 （フイルムを含む）、入射光を正面方向に集める集光機能を備えた、表面

に凹凸形状を有する光拡散性光学部材等が挙げられる。

[0084] 中でも、前記集光性光学部材 （4 ) としては、次のような集光性能を備え

たものを用いることが好ましい。即ち、入射光の入射角—輝度曲線において

半値半幅 （M) が 6 0 ° 以上である入射光を前記集光性光学部材に入射 した

時に、前記集光性光学部材から出射する出射光の出射角一輝度曲線における

半値半幅 （N ) が、前記入射光の半値半幅よりも 1 0 ° 以上小さくなる集光

性能 （以下、 「特定の集光性能」という場合がある）を備えた集光性光学部

材を用いることが好ましい （図 1 3 参照）。ここで、入射光の入射角—輝度

曲線とは、集光性光学部材 （4 ) 八の入射光の入射角度毎の輝度を示す曲線

であり、横軸が入射角、縦軸が輝度である。また、出射光の出射角—輝度曲

線とは、集光性光学部材 （4 ) からの出射光の出射角度毎の輝度を示す曲線

であり、横軸が出射角、縦軸が輝度である。半値半幅 （M) は、輝度の極大

値の 1 / 2 の大きさに相当する2 点間の角度範囲の半分である。

例えば、前記特定の集光性能を有 したプリズムシー ト （フイルムを含む）

、前記特定の集光性能を有 した光拡散シー ト （フイルムを含む）、前記特定

の集光性能を有 した、表面に凹凸形状を有する光拡散性光学部材等が挙げら

れる。

[0085] さらに、前記集光性光学部材 （4 ) としては、入射光の入射角—輝度曲線

において半値半幅 （M) が 6 0 ° 以上である入射光を前記集光性光学部材に

入射 した時に、前記集光性光学部材から出射する出射光の出射角一輝度曲線

における半値半幅 （N ) が、前記入射光の半値半幅 （M) よりも 1 5 ° 以上

小さくなる集光性能を備えたものであることが特に好ましい。

[0086] なお、前記入射角—輝度曲線において、入射角度= 0 ° となる入射光の方

向は、集光性光学部材 （4 ) の表面 （背面）に対 して垂直な方向である。ま

た、前記出射角—輝度曲線において、出射角度= 0 ° となる出射光の方向は



、集光性光学部材 （4 ) の表面 （前面）に対 して垂直な方向である （図 1 3

参照）。

[0087] 前記プリズムシ一 卜 （フイルムを含む） （4 ) は、通常、透明樹脂材料か

ら形成されるものであり、特に限定されるものではないが、例えば微細なプ

リズムレンズ、微細な凸レンズ、及び、 レンチキユラ一レンズ等の微細な集

光性 レンズが片面の全面にわたって設けられたシ一 卜 （フイルムを含む）等

を例示できる。

[0088] 前記プリズムシ一 卜 （フイルムを含む） （4 ) としては、例えばポリ力一

ボネ一 卜樹脂、 A B S (アクリロニ トリル—ブタジエン—スチレン共重合体

) 樹脂、メタクリル樹脂、メタクリル酸メチル—スチレン共重合体樹脂、ポ

リスチレン樹脂、アクリロニ トリル—スチレン共重合体 （A S ) 樹脂、ポリ

ェチレン樹脂、ポリプロピレン樹脂等のポリオレフィン樹脂などの熱可塑性

樹脂を基材とするものが用いられる。前記プリズムフイルム （4 ) の市販品

としては、特に限定されるものではないが、例えば住友スリ一ェ厶社製 「B

t F B i g h t n e s s E n h a n c e m e n t F ι l m ) 」 (商

品名） （厚さ 1 2 5 mのポリエステルフイルム上に厚さ3 0 mのァクリ

ル系樹脂層が形成され、このアクリル系樹脂層の表面に、深さが 2 5 m、

溝底部の開き角度が 9 0 度のV 溝がピッチ間隔 5 0 mで形成されたもの）

、積水フイルム社製 「エステイナ」 （商品名）、G E プラスチックス社製 「

イルミネックスA D F フイルム」 （商品名）等が挙げられる。

[0089] 前記光拡散シ一 卜 （フイルムを含む） （4 ) としては、特に限定されるも

のではないが、例えば透明材料中に光拡散粒子が分散された光拡散シ一 卜 （

フイルムを含む）、透明材料から形成された基材シ一 卜の表面に光拡散粒子

をバインダーと共に塗布 した光拡散シー ト （フイルムを含む）等が挙げられ

る。

[0090] 前記光拡散シ一 卜 （フイルムを含む） （4 ) を構成する透明材料としては

、特に限定されるものではないが、例えば無機ガラス、透明樹脂等が挙げら

れる。前記透明樹脂としては、成形が容易である点で、透明な熱可塑性樹脂



が好ましい。前記透明な熱可塑性樹脂としては、特に限定されるものではな

いが、例えばポリカ一ボネ一 卜樹脂、A B S (ァクリロ二 トリル—プタジェ

ン一スチレン共重合体）樹脂、メタクリル樹脂、メタクリル酸メチル一スチ

レン共重合体樹脂、ポ リスチ レン樹脂、アク リロニ トリル —スチ レン共重合

体 （A S ) 樹脂、ポリエチレン樹脂、ポリプロピレン樹脂、環状ポリオレフ

ィン樹脂等のポリオレフイン樹脂などが挙げられる。

[0091 ] 前記光拡散シー ト （フイルムを含む） （4 ) を構成する光拡散粒子として

は、前記透明材料に対 して非相溶性で、前記透明材料とは異なる屈折率を示

し、前記光拡散シー ト （4 ) を透過する透過光を拡散させる機能を有する粒

子 （粉末を含む）であれば特に限定されず、例えば無機材料から構成された

無機粒子であつてもよいし、有機材料から構成された有機粒子であつてもよ

し、。前記無機粒子を構成する無機材料としては、特に限定されるものではな

いが、例えばシリカ、炭酸カルシウム、硫酸バ リウム、酸化チタン、水酸化

アルミニウム、無機ガラス、マイ力、タルク、ホワイ ト力一ボン、酸化マグ

ネシゥ厶、酸化亜鉛等が挙げられる。前記有機粒子を構成する有機材料とし

ては、特に限定されるものではないが、例えばメタクリル系架橋樹脂、メタ

クリル系高分子量樹脂、スチ レン系架橋樹脂、スチ レン系高分子量樹脂、シ

ロキサン系重合体等が挙げられる。前記光拡散剤として使用される無機粒子

、有機粒子の粒子径は、通常 0 . 1 m ~ 5 0 mである。前記光拡散粒子

の使用量は、目的とする透過光の拡散の程度により異なるが、透明樹脂 1 0

0 質量部に対 して、通常は 0 . 0 1 質量部〜 2 0 質量部、好ましくは 0 . 1

質量部〜 1 0 質量部である。

[0092] 前記表面に凹凸形状を有する光拡散性光学部材 （4 ) としては、特に限定

されるものではないが、例えば、樹脂シ一 卜 （フイルムを含む）の表面に断

面形状が半円形状の半円凸部または断面形状が略楕円形状の略楕円凸部が多

数個突設形成されてなるもの、樹脂シ一 卜 （フイルムを含む）の表面に断面

形状が三角形の三角凸条が複数個相互に平行状に一方向に沿って設けられた

もの （1 次元タイプ）、樹脂シ一 卜 （フイルムを含む）の表面に断面形状が



三角形の三角凸条が異なる二方向 （例えば互いに直交する二方向）に沿って

設けられたもの （2 次元タイプ）等が挙げられる。

[0093] 前記集光性光学部材 （4 ) の厚さは、通常、 0 . 0 2 m m~ 5 m mであり

、好ましくは0 . 0 2 m m~ 2 m m、さらに好ましくは0 . 0 5 m m~ 1 m

mである。

[0094] 前記第 2 光拡散性光学部材 （6 ) としては、特に限定されるものではない

が、例えば、透明材料中に光拡散粒子が分散された光拡散シ一 卜 （フイルム

を含む）等が挙げられる。

[0095] 前記光拡散シ一 卜 （フイルムを含む） （6 ) を構成する透明材料としては

、特に限定されるものではないが、例えば無機ガラス、透明樹脂等が挙げら

れる。前記透明樹脂としては、成形が容易である点で、透明な熱可塑性樹脂

が好ましい。前記透明な熱可塑性樹脂としては、特に限定されるものではな

いが、例えばポリカ一ボネ一 卜樹脂、 A B S (ァクリロ二 トリル—プタジェ

ン一スチレン共重合体）樹脂、メタクリル樹脂、メタクリル酸メチル一スチ

レン共重合体樹脂、ポリスチレン樹脂、アクリロニ トリル—スチレン共重合

体 （A S ) 樹脂、ポリエチレン樹脂、ポリプロピレン樹脂、環状ポリオレフ

ィン等のポリオレフィン樹脂などが挙げられる。

[0096] 前記光拡散シー ト （フイルムを含む） （6 ) を構成する光拡散粒子として

は、前記透明材料に対 して非相溶性で、前記透明材料とは異なる屈折率を示

し、前記該光拡散シー ト （6 ) を透過する透過光を拡散させる機能を有する

粒子 （粉末を含む）であれば特に限定されず、例えば無機材料から構成され

る無機粒子であっても良いし、有機材料から構成される有機粒子であっても

良い。前記無機粒子を構成する無機材料としては、特に限定されるものでは

ないが、例えばシリカ、炭酸カルシウム、硫酸バ リウム、酸化チタン、水酸

化アルミニウム、無機ガラス、マイ力、タルク、ホワイ ト力一ボン、酸化マ

グネシゥ厶、酸化亜鉛等が挙げられる。前記有機粒子を構成する有機材料と

しては、特に限定されるものではないが、例えばメタクリル系架橋樹脂、メ

タクリル系高分子量樹脂、スチ レン系架橋樹脂、スチ レン系高分子量樹脂、



シロキサン系重合体等が挙げられる。前記光拡散剤として使用される無機粒

子、有機粒子の粒子径は、通常 0 . 1 m~ 5 0 mである。前記光拡散粒

子の使用量は、目的とする透過光の拡散の程度により異なるが、透明樹脂 1

0 0 質量部に対 して、通常は0 . 0 1 質量部〜 2 0 質量部、好ましくは0 .

質量部〜 1 0 質量部である。

[0097] 前記光源 （2 ) としては、特に限定されないが、例えば、赤色光 （R ) 、

緑色光 （G ) 及び青色光 （B ) を含む光源が挙げられ、具体的には、例えば

蛍光管、ハロゲンランプ、タングステンランプ、赤色光、緑色光及び青色光

を発光するR G B タイプの発光ダイ才一 ド等が挙げられる。

[0098] 前記直下型液晶表示装置 （図 1、 2 、 5 8 ) において、隣り合う光源 （

2 ) ( 2 ) 同士の間隔 （L ) は、省電力化の観点から、 1 O m m以上に設定

されることが好ましく、また前記集光性光学部材 （4 ) と前記光源 （2 ) と

の距離 （D ) は、薄型化の観点から、 5 0 m m以下に設定されることが好ま

しい。また、 D ：L は 1 ：5 ~ 5 ：1 であることが好ましい。中でも、前記

隣り合う光源 （2 ) ( 2 ) 同士の間隔 （L ) は、 1 0 m m~ 1 0 0 m mに設

定されることがより好ましい。また、前記集光性光学部材 （4 ) と前記光源

( 2 ) との距離 （D ) は、 1 0 m m~ 5 0 m mに設定されることが特に好ま

しい （図 1、 2 、 5 ~ 8 参照）。

[0099] 前記エッジライ 卜型液晶表示装置 （図 3 、 4 、 9 ) において、前記

光源 （2 ) は、直管型である場合には、前記導光板 （7 ) の側面に沿って平

行状に配置される。前記光源 （2 ) と前記導光板 （7 ) の側面との距離 （d

) は、通常、 1 m m~ 1 5 m mに設定され、好ましくは 1 O m m以下、より

好ましくは 5 m m以下である （図 3 、 4 、 9 2 参照）。

[01 00] 前記エッジライ 卜型液晶表示装置 （図 3 、 4 、 9 ) において、前記

光源 （2 ) として直管型の光源を用いる場合、この直管型光源の外径 （t )

は、面光源装置 （9 ) の小型化を図る観点から、 8 m m以下であることが好

ましく、さらには4 m m以下であることが特に好ましい （図 3 、 4 、 9 1

2 参照）。また、前記直管型光源の外径 （t ) は、機械的強度確保、長寿命



化の観点か ら、 1 m m以上であることが好 ま しい （図 3 、 4 、 9 ~ 1 2 参照

)

[01 0 1 ] 前記エ ッジライ 卜型液晶表示装置 （図 3 、 4 、 9 ) において、前記

光源 （2 ) と して、発光 ダイオー ド、ハ ロゲ ンランプ、 タングステ ンランプ

等の点光源 を用いる場合 には、複数の光源が並べて用い られ、 この時、隣 り

合 う光源 （2 ) ( 2 ) 同士の間隔は、通常、 1 m m ~ 2 5 m m に設定され、

省電力化の観点か ら 1 0 m m以下に設定されることが好 ま しい。

[01 02] 前記透明電極 （1 2 ) ( 3 ) と しては、特 に限定されるものではないが

、例 えば I T O (酸化 インジウム スズ）等が挙 げ られる。

[01 03] なお、上記実施形態 （図 3 、 4 、 9 ) に係 るエ ッジライ 卜型液晶表

示装置 （1 ) では、導光板 （7 ) の 4 つの側面の うち一の側面側のみに光源

( 2 ) が配置 された構成が採用されていたが、特 にこのような構成 に限定さ

れるものではな く、例 えば、導光板 （7 ) における互いに対向する一対の側

面 にそれぞれ光源 （2 ) が配置 された構成 を採用 してもよい し、導光板 （7

) における 4 つの側面の全てに光源 （2 ) がそれぞれ配置 された構成 を採用

してもよい。

[01 04] 本発明に係 る液晶表示装置 （1 ) は、上記実施形態のものに特 に限定され

るものではな く、請求の範囲内であれば、 その精神 を逸脱するものでない限

りいかなる設計的変更をも許容するものである。

実施例

[01 05] 次 に、本発明の具体的実施例 について説明するが、本発明はこれ ら実施例

のものに特 に限定されるものではない。なお、以下で用いる光拡散粒子の累

積 5 0 % 粒子径の数値 は、下記測定方法 によ り求め られた値である。

[01 06] < 光拡散粒子の累積 5 0 % 粒子径の測定方法>

光拡散粒子の累積 5 0 % 粒子径 （D 50) は、 曰機装株式会社製マイクロ トラ

ック粒度分析計 （モデル 9 2 2 0 F R A ) を用いて レ一ザ一光源前方散乱光

のフラウンホ一ファ回折法 によ り測定 した。測定に際 しては、 0 . 1 g 程度

の光拡散粒子をメタノール中に分散 させて分散液 を得、 この分散液 に超音波



を 5 分間照射 した後、前記分散液 を前記マイクロ トラック粒度分析計のサ ン

プル投入 口に投入 して測定を行 った。なお、累積 5 0 % 粒子径 （D 50) は、全

粒子の粒子径及び体積 を測定 し、小さい粒子径のものか ら順次体積 を積算 し

、前記積算体積が全粒子の合計体積 に対 して 5 0 % となる粒子の粒子径であ

る。

[01 07] < 実施例 1 >

ポ リス チ レン樹脂 1 0 0 質量部、 シ リコー ン樹脂粒子 （信越化学工業株式

会社製の 「X C 9 9 _ A 8 8 0 8 」） （光拡散粒子） 2 . 4 質量部 をへ ンシ

エル ミキサーで混合 した後、押 出機 で溶融混練 して押 出す ことによって、厚

さ 0 . 1 m m の シ 一 卜か ら形成 された第 1 光拡散性光学部材 （3 ) を製作す

る。前記ポ リス チ レン樹脂の屈折率 は 1 . 5 9 であ り、前記 シ リコー ン樹脂

粒子の屈折率 は 1 . 4 3 であ り、両者の屈折率差の絶対値 （∆ η ) は 0 . 1

6 である。 また、前記 シ リコー ン樹脂粒子の累積 5 0 % 粒子径 （D 50) は 0 .

6 ( m ) である。 したが って、 A n X D 50 = O . 0 9 6 m である。

[01 08] 次 に、 この第 1 光拡散性光学部材 （3 ) を用いて前述 した図 1 に示す構成

の V A 型液晶表示装置 （1 ) を製作する。なお、光源 （2 ) と して、 R (赤

色光）、 G (緑色光）、 B (青色光）を含む白色光 を発光する直管型蛍光管

を用いる。 ス リ一ェ厶社製の 「D B E F —M 」 （厚 さ 2 4 2 m ) か らなる

反射型偏光分離 フ イル ム （4 0 ) を、両面 にアク リル系粘着剤が付与 された

粘着 シー ト （4 1 ) を介 して第 1 光拡散性光学部材 （3 ) の前面 に積層 して

、第 1 光拡散性光学部材 （3 ) と一体化する。 また、集光性光学部材 （4 )

と して、 プ リズムの三角形の頂角が 9 0 ° 、隣 り合 うプ リズムの頂点の ピッ

チ間隔が 4 8 m、全体の厚 さが 2 3 O m の プ リズムフイルム A を用いる

。 この プ リズム フ イル ム A は、前述 した特定の集光性能 を有する （即ち入射

光の入射角 —輝度曲線 において半値半幅が 6 7 ° である入射光 を前記 プ リズ

厶フイルムに入射 させた時に、前記 プ リズ厶フイルムか ら出射 される出射光

の出射角 —輝度曲線 における半値半幅は 4 8 ° である）。

[01 09] 実施例 1 の V A 型液晶表示装置 において光源 を点灯 した状態でパ ター ンジ



エネ レ一タ一によ り液晶パネル を白表示状態 にすると、正面方向は勿論の こ

と斜め方向か ら見た時も赤みを帯びることな く自然な高輝度 白画面表示 を見

ることがで きる。

[01 10] < 実施例 2 >

実施例 1 と同 じ第 1 光拡散性光学部材 （3 ) を用いて前述 した図 2 に示す

構成の V A 型液晶表示装置 （1 ) を製作する。なお、光源 （2 ) と して、 R

、 G 、 B を含む白色光 を発光する直管型蛍光管 を用いる。 ス リ一ェ厶社製の

「D B E F _ M 」 （厚 さ 2 4 2 m ) か ら形成 した反射型偏光分離 フ イル ム

( 4 0 ) を、両面 にアク リル系粘着剤が付与 された粘着 シ一 卜 （4 1 ) を介

して第 1 光拡散性光学部材 （3 ) の前面 に積層 して、第 1 光拡散性光学部材

( 3 ) と一体化する。 また、集光性光学部材 （4 ) と して、 プ リズムの三角

形の頂角が 9 0 ° 、隣 り合 うプ リズムの頂点の ピッチ間隔が 4 8 m、全体

の厚 さが 2 3 0 m の プ リズムフイルム A を用い、第 2 光拡散性光学部材 （

6 ) と して住友化学社製 「スミペ ックス E R M 8 0 2 S 」 （商品名）を用

いる。

[01 11] 実施例 2 の V A 型液晶表示装置 において光源 を点灯 した状態でパ タ一 ンジ

エネ レ一タ一によ り液晶パネル を白表示状態 にすると、正面方向は勿論の こ

と斜め方向か ら見た時も赤みを帯びることな く自然な高輝度 白画面表示 を見

ることがで きる。

[01 12] < 実施例 3 >

実施例 1 と同 じ第 1 光拡散性光学部材 （3 ) を用いて前述 した図 3 に示す

構成の V A 型液晶表示装置 （1 ) を製作する。なお、光源 （2 ) と して、 R

、 G 、 B を含む白色光 を発光する直管型蛍光管 を用いる。導光板 （7 ) と し

て透明な熱可塑性樹脂か ら形成 された導光板 を用いる。 ス リ一ェ厶社製の 「

D B E F _ M 」 （厚 さ 2 4 2 m ) か ら形成 された反射型偏光分離 フ イル ム

( 4 0 ) を、両面 にアク リル系粘着剤が付与 された粘着 シ一 卜 （4 1 ) を介

して第 1 光拡散性光学部材 （3 ) の前面 に積層 し、第 1 光拡散性光学部材 （

3 ) と一体化する。 また、集光性光学部材 （4 ) と して、 プ リズムの三角形



の頂角が 9 0 ° 、隣 り合 うプ リズムの頂点の ピッチ間隔が 4 8 m、全体の

厚 さが 2 3 O m の プ リズムフイルム A を用いる。

[01 13] 実施例 3 の V A 型液晶表示装置 において光源 を点灯 した状態でパ タ一 ンジ

エネ レ一タ一によ り液晶パネル を白表示状態 にすると、正面方向は勿論の こ

と斜め方向か ら見た時も赤みを帯びることな く自然な高輝度 白画面表示 を見

ることがで きる。

[01 14] < 実施例 4 >

実施例 1 と同 じ第 1 光拡散性光学部材 （3 ) を用いて前述 した図 4 に示す

構成の V A 型液晶表示装置 （1 ) を製作する。なお、光源 （2 ) と して、 R

、 G 、 B を含む白色光 を発光する直管型蛍光管 を用いる。導光板 （7 ) と し

て透明な熱可塑性樹脂か ら形成 された導光板 を用いる。 ス リ一ェ厶社製の 「

D B E F _ M 」 （厚 さ 2 4 2 m ) 形成 した反射型偏光分離 フ イル ム （4 0

) を、両面 にアク リル系粘着剤が付与 された粘着 シ一 卜 （4 1 ) を介 して第

1 光拡散性光学部材 （3 ) の前面 に積層 して、第 1 光拡散性光学部材 （3 )

と一体化する。 また、集光性光学部材 （4 ) と して、 プ リズムの三角形の頂

角が 9 0 ° 、隣 り合 うプ リズムの頂点の ピッチ間隔が 4 8 m、全体の厚 さ

が 2 3 0 m のプ リズム フ イル ム A を用い、第 2 光拡散性光学部材 （6 ) と

して住友化学社製 「スミペ ックス E R M 8 0 2 S 」 （商品名）を用いる。

[01 15 ] 実施例 4 の V A 型液晶表示装置 において光源 を点灯 した状態でパ タ一 ンジ

エネ レ一タ一によ り液晶パネル を白表示状態 にすると、正面方向は勿論の こ

と斜め方向か ら見た時も赤みを帯びることな く自然な高輝度 白画面表示 を見

ることがで きる。

[01 16 ] < 実施例 5 >

ポ リ力一ボネ一 卜樹脂 1 0 0 質量部、 アク リル樹脂粒子 （光拡散粒子） 2

. 5 質量部 をヘ ンシ ェル ミキサーで混合 した後、押 出機 で溶融混練 して押 出

す ことによって、厚 さ 0 . 1 m m のシ一 卜か ら形成 された第 1 光拡散性光学

部材 （3 ) を製作する。前記ポ リ力一ボネ一 卜樹脂の屈折率 は 1 . 5 9 であ

り、前記 アク リル樹脂粒子の屈折率 は 1 . 4 9 であ り、両者の屈折率差の絶



対値 （∆ η ) は 0 . 1 0 である。 また、前記 アク リル樹脂粒子の累積 5 0 %

粒子径 （D 50) は 0 . 9 ( m ) である。 したが って、 A n X D 50 = O . 0 9

0 , m でめる。

[01 17] 次 に、 この第 1 光拡散性光学部材 （3 ) を用いて前述 した図 2 に示す構成

の V A 型液晶表示装置 （1 ) を製作する。なお、光源 （2 ) 、反射型偏光分

離 フイルム （4 0 ) 、粘着 シー ト （4 1 ) 、集光性光学部材 （4 ) および第

2 光拡散性光学部材 （6 ) は、実施例 2 と同 じものを用いる。

[01 18] 実施例 5 の V A 型液晶表示装置 において光源 を点灯 した状態でパ タ一 ンジ

エネ レ一タ一によ り液晶パネル を白表示状態 にすると、正面方向は勿論の こ

と斜め方向か ら見た時も赤みを帯びることな く自然な高輝度 白画面表示 を見

ることがで きる。

[01 19] < 実施例 6 >

ポ リ力一ボネ一 卜樹脂 1 0 0 質量部、 アク リル樹脂粒子 （光拡散粒子） 5

. 0 質量部 をヘ ンシェル ミキサーで混合 した後、押 出機 で溶融混練 して押 出

す ことによって、厚 さ 0 . 1 m m のシ一 卜か ら形成 された第 1 光拡散性光学

部材 （3 ) を製作する。前記ポ リ力一ボネ一 卜樹脂の屈折率 は 1 . 5 9 であ

り、前記 アク リル樹脂粒子の屈折率 は 1 . 4 9 であ り、両者の屈折率差の絶

対値 （∆ η ) は 0 . 1 0 である。 また、前記 アク リル樹脂粒子の累積 5 0 %

粒子径 （D 50) は 0 . 9 ( m ) である。 したが って、 A n X D 50 = O . 0 9

0 , m でめる。

[01 20] 次 に、 この第 1 光拡散性光学部材 （3 ) を用いて前述 した図 4 に示す構成

の V A 型液晶表示装置 （1 ) を製作する。なお、光源 （2 ) 、反射型偏光分

離 フイルム （4 0 ) 、粘着 シー ト （4 1 ) 、集光性光学部材 （4 ) 、第 2 光

拡散性光学部材 （6 ) および導光板 （7 ) は、実施例 4 と同 じものを用いる

[01 2 1 ] 実施例 6 の V A 型液晶表示装置 において光源 を点灯 した状態でパ タ一 ンジ

エネ レ一タ一によ り液晶パネル を白表示状態 にすると、正面方向は勿論の こ

と斜め方向か ら見た時も赤みを帯びることな く自然な高輝度 白画面表示 を見



ることがで きる。

[01 22] < 実施例 7 >

ポ リ力一ボネ一 卜樹脂 1 0 0 質量部、 アク リル樹脂粒子 （光拡散粒子） 5

. 6 質量部 をヘ ンシェル ミキサーで混合 した後、押 出機 で溶融混練 して押 出

す ことによって、厚 さ 0 . 1 m m のシ一 卜か ら形成 された第 1 光拡散性光学

部材 （3 ) を製作 した。前記ポ リ力一ボネ一 卜樹脂の屈折率 は 1 . 5 9 であ

り、前記 アク リル樹脂粒子の屈折率 は 1 . 4 9 であ り、両者の屈折率差の絶

対値 （∆ η ) は 0 . 1 0 である。 また、前記 アク リル樹脂粒子の累積 5 0 %

粒子径 （D 50) は 0 . 9 ( m ) である。 したが って、 A n X D 50 = O . 0 9

0 , m でめる。

[01 23] 次 に、 この第 1 光拡散性光学部材 （3 ) を用いて前述 した図 4 に示す構成

の V A 型液晶表示装置 （1 ) を製作する。なお、光源 （2 ) 、反射型偏光分

離 フイルム （4 0 ) 、粘着 シー ト （4 1 ) 、集光性光学部材 （4 ) 、第 2 光

拡散性光学部材 （6 ) および導光板 （7 ) は、実施例 4 と同 じものを用いる

[01 24] 実施例 7 の V A 型液晶表示装置 において光源 を点灯 した状態でパ ター ンジ

エネ レ一タ一によ り液晶パネル を白表示状態 にすると、正面方向は勿論の こ

と斜め方向か ら見た時も赤みを帯びることな く自然な高輝度 白画面表示 を見

ることがで きる。

[01 25] < 実施例 8 >

ポ リ力一ボネ一 卜樹脂 1 0 0 質量部、 アク リル樹脂粒子 （積水化成品工業

株式会社製 「テ クポ リマ一M B X _ 2 」 （光拡散粒子） 0 . 5 質量部 をヘ ン

シェル ミキサーで混合 した後、押 出機 で溶融混練 して押 出す ことによって、

厚 さ 0 . 1 m m のシ一 卜か ら形成 された第 1 光拡散性光学部材 （3 ) を製作

した。前記ポ リ力一ボネ一 卜樹脂の屈折率 は 1 . 5 9 であ り、前記 ァク リル

樹脂粒子の屈折率 は 1 . 4 9 であ り、両者の屈折率差の絶対値 （∆ η ) は 0

. 0 である。 また、前記 アク リル樹脂粒子の累積 5 0 % 粒子径 （D 50) は 2

4 ( m ) である。 したが って、 A n X D 50 = O . 2 4 Ί である。



[01 26] 次 に、 この 第 1 光拡散性光学部材 （3 ) を用いて前述 した図 4 に示す構成

の V A 型液晶表示装置 （1 ) を製作する。なお、光源 （2 ) 、反射型偏光分

離 フ イル ム （4 0 ) 、粘着 シ ー ト （4 1 ) 、集光性光学部材 （4 ) 、第 2 光

拡散性光学部材 （6 ) および導光板 （7 ) は、実施例 4 と同 じものを用いる

[01 27] 実施例 8 の V A 型液晶表示装置 において光源 を点灯 した状態でパ ター ンジ

エネ レ一タ一によ り液晶パネル を白表示状態 にすると、正面方向は勿論の こ

と斜め方向か ら見た時も赤みを帯びることな く自然な高輝度 白画面表示 を見

ることがで きる。

[01 28] < 実施例 9 >

ポ リ力一ボネ一 卜樹脂 1 0 0 質量部、 M S 樹脂粒子 （メタク リル酸 メチル

—ス チ レン共重合体粒子） （光拡散粒子） 5 . 0 質量部 をヘ ンシ ェル ミキサ

—で混合 した後、押 出機 で溶融混練 して押 出す ことによって、厚 さ 0 . 1 m

m のシー トか ら形成 された第 1 光拡散性光学部材 （3 ) を製作 した。前記ポ

リカ一ボネ一 卜樹脂の屈折率 は 1 . 5 9 であ り、前記 M S 樹脂粒子の屈折率

は 1 . 5 4 であ り、両者の屈折率差の絶対値 （∆ η ) は 0 . 0 5 であ った。

また、前記 M S 樹脂粒子の累積 5 0 % 粒子径 （D 50) は 1 . 6 ( m ) であ つ

た。 したが って、 A n X D 50 = O . 0 8 m である。

[01 29] 次 に、 この 第 1 光拡散性光学部材 （3 ) を用いて前述 した図 2 に示す構成

の V A 型液晶表示装置 （1 ) を製作する。なお、光源 （2 ) 、反射型偏光分

離 フ イル ム （4 0 ) 、粘着 シー ト （4 1 ) 、集光性光学部材 （4 ) および第

2 光拡散性光学部材 （6 ) は、実施例 2 と同 じものを用いる。

[01 30] 実施例 9 の V A 型液晶表示装置 において光源 を点灯 した状態でパ ター ンジ

エネ レ一タ一によ り液晶パネル を白表示状態 にすると、正面方向は勿論の こ

と斜め方向か ら見た時も赤みを帯びることな く自然な高輝度 白画面表示 を見

ることがで きる。

[01 3 1 ] < 実施例 1 0 >

ポ リ力一ボネ一 卜樹脂 1 0 0 質量部、 M S 樹脂粒子 （メタク リル酸 メチル



—スチ レン共重合体粒子） （光拡散粒子） 1 2 . 0 質量部 をヘ ンシェル ミキ

サ一で混合 した後、押 出機 で溶融混練 して押 出す ことによって、厚 さ 0 . 1

m m のシー トか ら形成 された第 1 光拡散性光学部材 （3 ) を製作する。前記

ポ リ力一ボネ一 卜樹脂の屈折率 は 1 . 5 9 であ り、前記 M S 樹脂粒子の屈折

率 は 1 . 5 4 であ り、両者の屈折率差の絶対値 （∆ η ) は 0 . 0 5 である。

また、前記 M S 樹脂粒子の累積 5 0 % 粒子径 （D 50) は 1 . 6 ( m ) である

。 したが って、 A n X D 50 = O . 0 8 m である。

[01 32] 次 に、 この第 1 光拡散性光学部材 （3 ) を用いて前述 した図 4 に示す構成

の V A 型液晶表示装置 （1 ) を製作する。なお、光源 （2 ) 、反射型偏光分

離 フ イル ム （4 0 ) 、粘着 シ ー ト （4 1 ) 、集光性光学部材 （4 ) 、第 2 光

拡散性光学部材 （6 ) および導光板 （7 ) は、実施例 4 と同 じものを用いる

[01 33] 実施例 1 0 の V A 型液晶表示装置 において光源 を点灯 した状態でパ ター ン

ジェネ レータ一によ り液晶パネル を白表示状態 にすると、正面方向は勿論の

こと斜め方向か ら見た時も赤みを帯びることな く自然な高輝度 白画面表示 を

見ることがで きる。

[01 34] < 実施例 1 >

実施例 1 の V A 型液晶表示装置 において集光性光学部材 （4 ) を配置 しな

い （削除 した）構成 とする以外は、実施例 1 と同様 に して V A 型液晶表示装

置 を製作する。

[01 35] 実施例 1 1 の V A 型液晶表示装置 において光源 を点灯 した状態でパ ター ン

ジェネ レータ一によ り液晶パネル を白表示状態 にすると、正面方向は赤みを

帯びることな く自然な高輝度 白画面表示 を見ることがで き、斜め方向か ら見

た時は赤みの少ない自然な高輝度 白画面表示 となる。

[01 36] < 実施例 1 2 >

実施例 3 の V A 型液晶表示装置 において集光性光学部材 （4 ) を配置 しな

い （削除 した）構成 とする以外は、実施例 3 と同様 に して V A 型液晶表示装

置 を製作する。



[01 37] 実施例 1 2 の V A 型液晶表示装置 において光源 を点灯 した状態でパ ター ン

ジェネ レータ一によ り液晶パネル を白表示状態 にすると、正面方向は赤みを

帯びることな く自然な高輝度 白画面表示 を見ることがで き、斜め方向か ら見

た時は赤みの少ない自然な高輝度 白画面表示 となる。

[ 0 138] < 比較例 1 >

ポ リス チ レン樹脂 1 0 0 質量部、 シ リコー ン樹脂粒子 （東芝 シ リコー ン株

式会社製の 「トスパール 1 2 0 」） （光拡散粒子） 6 . 0 質量部 をへ ンシ ェ

ル ミキサ一で混合 した後、押 出機 で溶融混練 して押 出す ことによって、厚 さ

0 . 1 m m の シ 一 卜か ら形成 された第 1 光拡散性光学部材 （3 ) を製作する

。前記ポ リスチ レン樹脂の屈折率 は 1 . 5 9 であ り、前記シ リコ一 ン樹脂粒

子の屈折率 は 1 . 4 3 であ り、両者の屈折率差の絶対値 （∆ η ) は 0 . 1 6

である。 また、前記 シ リコー ン樹脂粒子の累積 5 0 %粒子径 （D 50) は 1 . 7

( m ) である。 したが って、 A n X D 50 = O . 2 7 2 Ί である。

[01 39] 次 に、 この第 1 光拡散性光学部材 （3 ) を用いて前述 した図 1 に示す構成

の V Α 型液晶表示装置 （1 ) を製作する。なお、光源 （2 ) と して、 R、 G

、 B を含む白色光 を発光する直管型蛍光管 を用いる。 ス リ一ェ厶社製の 「D

B E F _ M 」 （厚 さ 2 4 2 m ) 形成 した反射型偏光分離 フイルム （4 0 )

を、両面 にアク リル系粘着剤が付与 された粘着 シ一 卜 （4 1 ) を介 して第 1

光拡散性光学部材 （3 ) の前面 に積層 して、第 1 光拡散性光学部材 （3 ) と

—体化する。 また、集光性光学部材 （4 ) と して、 プ リズムの三角形の頂角

が 9 0 ° 、隣 り合 うプ リズ厶の頂点の ピッチ 間隔が 4 8 m、全体の厚 さが

2 3 0 m の プ リズ厶フィル厶 A を用いる。

[0140] 比較例 1 の V A 型液晶表示装置 において光源 を点灯 した状態でパ ター ンジ

エネ レ一タ一によ り液晶パネル を白表示状態 にすると、正面方向では赤みを

帯びることな く自然な白画面表示 を見ることがで きるものの、斜め方向か ら

見た時は赤みを帯びた高輝度 白画面表示 となる。

[0141 ] < 比較例 2 >

比較例 1 と同 じ第 1 光拡散性光学部材 （3 ) を用いて前述 した図 2 に示す



構成のV A 型液晶表示装置 （1 ) を製作する。なお、光源 （2 ) として、 R

、 G、 B を含む白色光を発光する直管型蛍光管を用いる。スリ一ェ厶社製の

「D B E F _ M」 （厚さ2 4 2 m ) から形成された反射型偏光分離フィル

厶 （4 0 ) を、両面にアクリル系粘着剤が付与された粘着シ一 卜 （4 1 ) を

介 して第 1光拡散性光学部材 （3 ) の前面に積層 して、第 1光拡散性光学部

材 （3 ) と一体化する。また、集光性光学部材 （4 ) として、プリズムの三

角形の頂角が 9 0 ° 、隣り合うプリズムの頂点のピッチ間隔が4 8 m、全

体の厚さが 2 3 0 mのプリズムフイルム A を用い、第 2 光拡散性光学部材

( 6 ) として住友化学社製 「スミペックスE R M 8 0 2 S 」 （商品名）を

用いる。

[ 0 142] 比較例 2 の V A 型液晶表示装置において光源を点灯 した状態でパターンジ

エネレ一タ一により液晶パネルを白表示状態にすると、正面方向では赤みを

帯びることなく自然な白画面表示を見ることができるものの、斜め方向から

見た時は赤みを帯びた高輝度白画面表示となる。

[ 0 143] < 比較例 3 >

比較例 1 と同 じ第 1光拡散性光学部材 （3 ) を用いて前述 した図 3 に示す

構成のV A 型液晶表示装置 （1 ) を製作する。なお、光源 （2 ) として、 R

、 G、 B を含む白色光を発光する直管型蛍光管を用いる。導光板 （7 ) とし

て透明な熱可塑性樹脂から形成された導光板を用いる。スリ一ェ厶社製の 「

D B E F _ M」 （厚さ2 4 2 m ) から形成された反射型偏光分離フイルム

( 4 0 ) を、両面にアクリル系粘着剤が付与された粘着シ一 卜 （4 1 ) を介

して第 1光拡散性光学部材 （3 ) の前面に積層 して、第 1光拡散性光学部材

( 3 ) と一体化する。また、集光性光学部材 （4 ) として、プリズムの三角

形の頂角が 9 0 ° 、隣り合うプリズムの頂点のピッチ間隔が4 8 m、全体

の厚さが 2 3 O mのプリズムフイルムA を用いる。

[0144] 比較例 3 のV A 型液晶表示装置において光源を点灯 した状態でパターンジ

エネレ一タ一により液晶パネルを白表示状態にすると、正面方向では赤みを

帯びることなく自然な白画面表示を見ることができるものの、斜め方向から



見た時は赤みを帯びた高輝度白画面表示となる。

[0145] < 比較例 4 >

比較例 1 と同じ第 1光拡散性光学部材 （3 ) を用いて前述した図4 に示す

構成のV A型液晶表示装置 （1 ) を製作する。なお、光源 （2 ) として、 R

、 G、 B を含む白色光を発光する直管型蛍光管を用いる。導光板 （7 ) とし

て透明な熱可塑性樹脂から形成された導光板を用いる。スリ一ェ厶社製の 「

D B E F _ M」 （厚さ2 4 2 m) から形成された反射型偏光分離フイルム

( 4 0 ) を、両面にアクリル系粘着剤が付与された粘着シ一 卜 （4 1 ) を介

して第 1光拡散性光学部材 （3 ) の前面に積層して、第 1光拡散性光学部材

( 3 ) と一体化する。また、集光性光学部材 （4 ) として、プリズムの三角

形の頂角が9 0 ° 、隣り合うプリズムの頂点のピッチ間隔が4 8 m、全体

の厚さが2 3 0 mのプリズムフイルム A を用い、第2 光拡散性光学部材 （

6 ) として住友化学社製 「スミペックスE RM 8 0 2 S 」 （商品名）を用

いる。

[0146] 比較例 4 のV A 型液晶表示装置において光源を点灯した状態でパターンジ

エネレ一タ一により液晶パネルを白表示状態にすると、正面方向では赤みを

帯びることなく自然な白画面表示を見ることができるものの、斜め方向から

見た時は赤みを帯びた高輝度白画面表示となる。

[0147] < 比較例 5 >

ポリスチレン樹脂 1 0 0 質量部、アクリル樹脂粒子 （積水化成品工業株式

会社製の 「テクポリマ一M B X _ 8 」） （光拡散粒子）4 0 質量部をへンシ

エルミキサーで混合した後、押出機で溶融混練 して押出すことによって、厚

さ0 . 1 mmのシ一 卜から形成された第 1光拡散性光学部材 （3 ) を製作し

た。前記ポリスチレン樹脂の屈折率は 1 . 5 9 であり、前記ァクリル樹脂粒

子の屈折率は 1 . 4 9 であり、両者の屈折率差の絶対値 （∆ η ) は0 . 1 0

である。また、前記アクリル樹脂粒子の累積 5 0 %粒子径 （D 50) は6 . 0 (

m) である。 したがって、A n X D 50= O. 6 mである。

[0148] 次に、この第 1光拡散性光学部材 （3 ) を用いて前述した図 1 に示す構成



のV A 型液晶表示装置 （1 ) を製作する。なお、光源 （2 ) として、 R、 G

、 B を含む白色光を発光する直管型蛍光管を用いる。スリ一ェ厶社製の 「D

B E F _ M」 （厚さ2 4 2 m ) から形成された反射型偏光分離フイルム （

4 0 ) を、両面にアクリル系粘着剤が付与された粘着シ一 卜 （4 1 ) を介 し

て第 1光拡散性光学部材 （3 ) の前面に積層 して、第 1光拡散性光学部材 （

3 ) と一体化する。また、集光性光学部材 （4 ) として、プリズムの三角形

の頂角が 9 0 ° 、隣り合うプリズムの頂点のピッチ間隔が4 8 m、全体の

厚さが 2 3 O mのプリズムフイルムA を用いる。

[0149] 比較例 5 のV A 型液晶表示装置において光源を点灯 した状態でパターンジ

エネレ一タ一により液晶パネルを白表示状態にすると、正面方向では赤みを

帯びることなく自然な白画面表示を見ることができるものの、斜め方向から

見た時は赤みを帯びた高輝度白画面表示となる。

[01 50] < 比較例 6 >

比較例 5 と同 じ第 1光拡散性光学部材 （3 ) を用いて前述 した図 2 に示す

構成のV A 型液晶表示装置 （1 ) を製作する。なお、光源 （2 ) として、 R

、 G、 B を含む白色光を発光する直管型蛍光管を用いる。スリ一ェ厶社製の

「D B E F _ M」 （厚さ2 4 2 m ) から形成された反射型偏光分離フィル

厶 （4 0 ) を、両面にアクリル系粘着剤が付与された粘着シ一 卜 （4 1 ) を

介 して第 1光拡散性光学部材 （3 ) の前面に積層 して、第 1光拡散性光学部

材 （3 ) と一体化する。また、集光性光学部材 （4 ) として、プリズムの三

角形の頂角が 9 0 ° 、隣り合うプリズムの頂点のピッチ間隔が4 8 m、全

体の厚さが 2 3 0 mのプリズムフイルム A を用い、第 2 光拡散性光学部材

( 6 ) として住友化学社製 「スミペックスE R M 8 0 2 S 」 （商品名）を

用いる。

[01 5 1 ] 比較例 6 の V A 型液晶表示装置において光源を点灯 した状態でパタ一ンジ

エネレ一タ一により液晶パネルを白表示状態にすると、正面方向では赤みを

帯びることなく自然な白画面表示を見ることができるものの、斜め方向から

見た時は赤みを帯びた高輝度白画面表示となる。



[01 52] < 比較例 7 >

比較例 5 と同 じ第 1 光拡散性光学部材 （3 ) を用いて前述 した図 3 に示す

構成の V A 型液晶表示装置 （1 ) を製作する。なお、光源 （2 ) と して、 R

、 G 、 B を含む白色光 を発光する直管型蛍光管 を用いる。導光板 （7 ) と し

て透明な熱可塑性樹脂か らなる導光板 を用いる。 ス リ一ェ厶社製の 「D B E

F _ M 」 （厚 さ 2 4 2 m ) か ら形成 された反射型偏光分離 フ イル ム （4 0

) を、両面 にアク リル系粘着剤が付与 された粘着 シ一 卜 （4 1 ) を介 して第

1 光拡散性光学部材 （3 ) の前面 に積層 して、第 1 光拡散性光学部材 （3 )

と一体化する。 また、集光性光学部材 （4 ) と して、 プ リズムの三角形の頂

角が 9 0 ° 、隣 り合 うプ リズムの頂点の ピッチ間隔が 4 8 m、全体の厚 さ

が 2 3 O m の プ リズムフイルム A を用いる。

[01 53] 比較例 7 の V A 型液晶表示装置 において光源 を点灯 した状態でパ ター ンジ

エネ レ一タ一によ り液晶パネル を白表示状態 にすると、正面方向では赤みを

帯びることな く自然な白画面表示 を見ることがで きるものの、斜め方向か ら

見た時は赤みを帯びた高輝度 白画面表示 となる。

[01 54] < 比較例 8 >

比較例 5 と同 じ第 1 光拡散性光学部材 （3 ) を用いて前述 した図 4 に示す

構成の V A 型液晶表示装置 （1 ) を製作する。なお、光源 （2 ) と して、 R

、 G 、 B を含む白色光 を発光する直管型蛍光管 を用いる。導光板 （7 ) と し

て透明な熱可塑性樹脂か ら形成 された導光板 を用いる。 ス リ一ェ厶社製の 「

D B E F _ M 」 （厚 さ 2 4 2 m ) か ら形成 された反射型偏光分離 フ イル ム

( 4 0 ) を、両面 にアク リル系粘着剤が付与 された粘着 シ一 卜 （4 1 ) を介

して第 1 光拡散性光学部材 （3 ) の前面 に積層 して、第 1 光拡散性光学部材

( 3 ) と一体化する。 また、集光性光学部材 （4 ) と して、 プ リズムの三角

形の頂角が 9 0 ° 、隣 り合 うプ リズムの頂点の ピッチ間隔が 4 8 m、全体

の厚 さが 2 3 0 m の プ リズム フ イル ム A を用い、第 2 光拡散性光学部材 （

6 ) と して住友化学社製 「スミペ ックス E R M 8 0 2 S 」 （商品名）を用

いる。



[01 55] 比較例 8 の V A 型液晶表示装置 において光源 を点灯 した状態でパ ター ンジ

エネ レ一タ一によ り液晶パネル を白表示状態 にすると、正面方向では赤みを

帯びることな く自然な白画面表示 を見ることがで きるものの、斜め方向か ら

見た時は赤みを帯びた高輝度 白画面表示 となる。

[01 56] < 比較例 9 >

ポ リス チ レン樹脂 1 0 0 質量部、 シ リコー ン樹脂粒子 （東芝 シ リコー ン株

式会社製の 「トスパール 1 4 5 」） （光拡散粒子） 1 0 質量部 をヘ ンシ ェル

ミキサーで混合 した後、押 出機 で溶融混練 して押 出す ことによって、厚 さ 0

. 1 m m の シ 一 卜か ら形成 された第 1 光拡散性光学部材 （3 ) を製作する。

前記ポ リスチ レン樹脂の屈折率 は 1 . 5 9 であ り、前記シ リコ一 ン樹脂粒子

の屈折率 は 1 . 4 3 であ り、両者の屈折率差の絶対値 （∆ η ) は 0 . 1 6 で

ある。 また、前記 シ リコー ン樹脂粒子の累積 5 0 % 粒子径 （D 50) は 3 . 9 (

m ) である。 したが って、 A n X D 50 = O . 6 2 4 Ί である。

[01 57] 次 に、 この 第 1 光拡散性光学部材 （3 ) を用いて前述 した図 1 に示す構成

の V Α 型液晶表示装置 （1 ) を製作する。なお、光源 （2 ) と して、 R、 G

、 B を含む白色光 を発光する直管型蛍光管 を用いる。 ス リ一ェ厶社製の 「D

B E F _ M 」 （厚 さ 2 4 2 m ) か ら形成 された反射型偏光分離 フ イル ム （

4 0 ) を、両面 にアク リル系粘着剤が付与 された粘着 シ一 卜 （4 1 ) を介 し

て第 1 光拡散性光学部材 （3 ) の前面 に積層 して、第 1 光拡散性光学部材 （

3 ) と一体化する。 また、集光性光学部材 （4 ) と して、 プ リズムの三角形

の頂角が 9 0 ° 、隣 り合 うプ リズムの頂点の ピッチ間隔が 4 8 m、全体の

厚 さが 2 3 O m の プ リズムフイルム A を用いる。

[01 58] 比較例 9 の V A 型液晶表示装置 において光源 を点灯 した状態でパ ター ンジ

エネ レ一タ一によ り液晶パネル を白表示状態 にすると、正面方向では赤みを

帯びることな く自然な白画面表示 を見ることがで きるものの、斜め方向か ら

見た時は赤みを帯びた高輝度 白画面表示 となる。

[01 59] < 比較例 1 0 >

比較例 9 と同 じ第 1 光拡散性光学部材 （3 ) を用いて前述 した図 2 に示す



構成の V A 型液晶表示装置 （1 ) を製作する。なお、光源 （2 ) と して、 R

、 G 、 B を含む白色光 を発光する直管型蛍光管 を用いる。 ス リ一ェ厶社製の

「D B E F _ M 」 （厚 さ 2 4 2 m ) か ら形成 された反射型偏光分離 フ ィル

厶 （4 0 ) を、両面 にアク リル系粘着剤が付与 された粘着 シ一 卜 （4 1 ) を

介 して第 1 光拡散性光学部材 （3 ) の前面 に積層 して、第 1 光拡散性光学部

材 （3 ) と一体化する。 また、集光性光学部材 （4 ) と して、 プ リズムの三

角形の頂角が 9 0 ° 、隣 り合 うプ リズムの頂点の ピッチ間隔が 4 8 m、全

体の厚 さが 2 3 0 m の プ リズムフイルム A を用い、第 2 光拡散性光学部材

( 6 ) と して住友化学社製 「スミペ ックス E R M 8 0 2 S 」 （商品名）を

用いる。

[01 60] 比較例 1 0 の V A 型液晶表示装置 において光源 を点灯 した状態でパ ター ン

ジェネ レータ一によ り液晶パネル を白表示状態 にすると、正面方向では赤み

を帯びることな く自然な白画面表示 を見ることがで きるものの、斜め方向か

ら見た時は赤みを帯びた高輝度 白画面表示 となる。

[01 6 1 ] < 比較例 1 >

比較例 9 と同 じ第 1 光拡散性光学部材 （3 ) を用いて前述 した図 3 に示す

構成の V A 型液晶表示装置 （1 ) を製作する。なお、光源 （2 ) と して、 R

、 G 、 B を含む白色光 を発光する直管型蛍光管 を用いる。導光板 （7 ) と し

て透明な熱可塑性樹脂か ら形成 された導光板 を用いる。 ス リ一ェ厶社製の 「

D B E F _ M 」 （厚 さ 2 4 2 m ) か ら形成 された反射型偏光分離 フ イル ム

( 4 0 ) を、両面 にアク リル系粘着剤が付与 された粘着 シ一 卜 （4 1 ) を介

して第 1 光拡散性光学部材 （3 ) の前面 に積層 して、第 1 光拡散性光学部材

( 3 ) と一体化する。 また、集光性光学部材 （4 ) と して、 プ リズムの三角

形の頂角が 9 0 ° 、隣 り合 うプ リズムの頂点の ピッチ間隔が 4 8 m、全体

の厚 さが 2 3 O m の プ リズムフイルム A を用いる。

[01 62] 比較例 1 1 の V A 型液晶表示装置 において光源 を点灯 した状態でパ ター ン

ジェネ レータ一によ り液晶パネル を白表示状態 にすると、正面方向では赤み

を帯びることな く自然な白画面表示 を見ることがで きるものの、斜め方向か



ら見た時は赤みを帯びた高輝度 白画面表示 となる。

[01 63] < 比較例 1 2 >

比較例 9 と同 じ第 1 光拡散性光学部材 （3 ) を用いて前述 した図 4 に示す

構成の V A 型液晶表示装置 （1 ) を製作する。なお、光源 （2 ) と して、 R

、 G 、 B を含む白色光 を発光する直管型蛍光管 を用いる。導光板 （7 ) と し

て透明な熱可塑性樹脂か ら形成 された導光板 を用いる。 ス リ一ェ厶社製の 「

D B E F _ M 」 （厚 さ 2 4 2 m ) か ら形成 された反射型偏光分離 フ イル ム

( 4 0 ) を、両面 にアク リル系粘着剤が付与 された粘着 シ一 卜 （4 1 ) を介

して第 1 光拡散性光学部材 （3 ) の前面 に積層 して、第 1 光拡散性光学部材

( 3 ) と一体化する。 また、集光性光学部材 （4 ) と して、 プ リズムの三角

形の頂角が 9 0 ° 、隣 り合 うプ リズムの頂点の ピッチ間隔が 4 8 m、全体

の厚 さが 2 3 0 m の プ リズム フ イル ム A を用い、第 2 光拡散性光学部材 （

6 ) と して住友化学社製 「スミペ ックス E R M 8 0 2 S 」 （商品名）を用

いる。

[01 64] 比較例 1 2 の V A 型液晶表示装置 において光源 を点灯 した状態でパ ター ン

ジェネ レータ一によ り液晶パネル を白表示状態 にすると、正面方向では赤み

を帯びることな く自然な白画面表示 を見ることがで きるものの、斜め方向か

ら見た時は赤みを帯びた高輝度 白画面表示 となる。

[01 65] < 比較例 1 3 >

実施例 1 の V A 型液晶表示装置 において反射型偏光分離 フ イル ム （4 0 )

及び接着剤層 （4 1 ) を配置 しない （削除 した）構成 とする以外は、実施例

1 と同様 に して V A 型液晶表示装置 を製作する。

[01 66] 比較例 1 3 の V A 型液晶表示装置 において光源 を点灯 した状態でパ ター ン

ジェネ レータ一によ り液晶パネル を白表示状態 にすると、正面方向、斜め方

向か ら見た時に赤みを帯びることな く自然な白画面表示 を見ることがで きる

ものの、実施例 1 と比較すると輝度が不十分である。

[01 67] < 比較例 1 4 >

実施例 2 の V A 型液晶表示装置 において反射型偏光分離 フイル ム （4 0 )



及び接着剤層 （4 1 ) を配置 しない （削除 した）構成 とする以外は、実施例

2 と同様 に して V A 型液晶表示装置 を製作する。

[01 68] 比較例 1 4 の V A 型液晶表示装置 において光源 を点灯 した状態でパ ター ン

ジェネ レータ一によ り液晶パネル を白表示状態 にすると、正面方向、斜め方

向か ら見た時に赤みを帯びることな く自然な白画面表示 を見ることがで きる

ものの、実施例 2 と比較すると輝度が不十分である。

[01 69] < 比較例 1 5 >

実施例 3 の V A 型液晶表示装置 において反射型偏光分離 フイル ム （4 0 )

及び接着剤層 （4 1 ) を配置 しない （削除 した）構成 とする以外は、実施例

3 と同様 に して V A 型液晶表示装置 を製作する。

[01 70] 比較例 1 5 の V A 型液晶表示装置 において光源 を点灯 した状態でパ ター ン

ジェネ レータ一によ り液晶パネル を白表示状態 にすると、正面方向、斜め方

向か ら見た時に赤みを帯びることな く自然な白画面表示 を見ることがで きる

ものの、実施例 3 と比較すると輝度が不十分である。

[01 7 1 ] < 比較例 1 6 >

実施例 4 の V A 型液晶表示装置 において反射型偏光分離 フイル ム （4 0 )

及び接着剤層 （4 1 ) を配置 しない （削除 した）構成 とする以外は、実施例

4 と同様 に して V A 型液晶表示装置 を製作する。

[01 72] 比較例 1 6 の V A 型液晶表示装置 において光源 を点灯 した状態でパ ター ン

ジェネ レータ一によ り液晶パネル を白表示状態 にすると、正面方向、斜め方

向か ら見た時に赤みを帯びることな く自然な白画面表示 を見ることがで きる

ものの、実施例 4 と比較すると輝度が不十分である。

[01 73] 本発明の実施例 1 ~ 1 0 の液晶表示装置は、正面方向は勿論の こと斜め方

向か ら見た時も赤みを帯びることな く自然で高品位、高輝度のカラ一表示 を

実現で きる。

[01 74] また本発明の実施例 1 1 、 1 2 の液晶表示装置は、正面方向は赤みを帯び

ることな く自然で高品位、高輝度のカラ一表示 を実現で き、斜め方向は赤み

の少ない自然で高輝度の力ラ一表示 を実現で きる。



[01 75] これ に対 し、本発明の規定範囲を逸脱する比較例 1 ~ 1 2 の液晶表示装置

では、斜め方向か ら見た時には赤みを帯びたカラ一表示 となる。 また、反射

型偏光分離 フ イル ム を備 えていない比較例 1 3 ~ 1 6 の液晶表示装置では、

正面方向、斜め方向か ら見た時に赤みを帯びることな く自然なカラ一表示 と

なるものの、実施例 1 ~ 4 と比べ ると輝度が不十分である。

符号の説明

[01 76] 液 晶表示装置

2 光源

3 第 1 光拡散性光学部材

4 集光性光学部材

6 第 2 光拡散性光学部材

7 導光板

液晶

2 ··· 透 明電極

3 ··· 透 明電極

0 液晶セル

3 0 液晶パ ネル

4 0 反射型偏光分離 フ イル ム

5 0 光源装置

0 0 積層光学部材



請求の範囲

[ 請求項 1] 第 1 光拡散性光学部材 と、

前記第 1 光拡散性光学部材の背面側 に配置 された光源装置 と、

前記第 1 光拡散性光学部材の前面側 に配置 された液晶パネル と、

前記第 1 光拡散性光学部材 と前記液晶パネル との間に配置 された反

射型偏光分離 フ イル ム と、 を備 え、

前記液晶パネルは、相互 に離間 して配置 された一対の透明電極及び

前記一対の透明電極 の間に封入された液晶を持つ液晶セル を有 し、

前記液晶の分子は、前記一対の透明電極 間に電圧 を印加 しない状態

において、前記透明電極 に対 して略垂直方向に配向 し、

前記第 1 光拡散性光学部材は、透明材料、及び、前記透明材料中に

分散 した光拡散粒子を有 し、及び、

前記透明材料の屈折率 と前記光拡散粒子の屈折率 との差の絶対値 を

∆ η と し、前記光拡散粒子の累積 5 0 % 粒子径 を D 50 ( ) と した

とき、 0 . O 1 A n X D 50 O . 2 5 を満たす、液晶表示装置。

[ 請求項 2 ] 前記第 1 光拡散性光学部材 と前記光源装置 との間に配置 された集光

性光学部材 をさ らに備 える請求項 1 に記載の液晶表示装置。

[ 請求項 3 ] 第 1 光拡散性光学部材 と、

前記第 1 光拡散性光学部材の背面側 に配置 された光源装置 と、

前記第 1 光拡散性光学部材の前面側 に配置 された液晶パネル と、

前記第 1 光拡散性光学部材 と前記光源装置 との間に配置 された反射

型偏光分離 フ イル ム と、 を備 え、

前記液晶パネルは、相互 に離間 して配置 された一対の透明電極及び

前記一対の透明電極 の間に封入された液晶を持つ液晶セル を有 し、

前記液晶の分子は、前記一対の透明電極 間に電圧 を印加 しない状態

において、前記透明電極 に対 して略垂直方向に配向 し、

前記第 1 光拡散性光学部材は、透明材料、及び、前記透明材料中に

分散 した光拡散粒子を有 し、及び



前記透明材料の屈折率 と前記光拡散粒子の屈折率 との差の絶対値 を

∆ η と し、前記光拡散粒子の累積 5 0 % 粒子径 を D 50 ( ) と した

とき、 0 . O 1 A n X D 50 O . 2 5 を満たす、液晶表示装置。

[ 請求項4] 前記反射型偏光分離 フィル厶 と前記光源装置 との間に配置 された集

光性光学部材 をさ らに備 える請求項 3 に記載の液晶表示装置。

[ 請求項 5] 前面側第 1 光拡散性光学部材 と、

背面側第 1 光拡散性光学部材 と、

前記背面側第 1 光拡散性光学部材の背面側 に配置 された光源装置 と

前記前面側第 1 光拡散性光学部材の前面側 に配置 された液晶パネル

と、

前記前面側第 1 光拡散性光学部材 と前記背面側第 1 光拡散性光学部

材 との間に配置 された反射型偏光分離 フ イル ム と、 を備 え、

前記液晶パネルは、相互 に離間 して配置 された一対の透明電極及び

前記一対の透明電極 の間に封入された液晶を持つ液晶セル を有 し、

前記液晶の分子は、前記一対の透明電極 間に電圧 を印加 しない状態

において、前記透明電極 に対 して略垂直方向に配向 し、

前記前面側第 1 光拡散性光学部材及び前記背面側第 1 光拡散性光学

部材のそれぞれは、透明材料、及び、前記透明材料中に分散 した光拡

散粒子を有 し、及び

前記透明材料の屈折率 と前記光拡散粒子の屈折率 との差の絶対値 を

∆ η と し、前記光拡散粒子の累積 5 0 % 粒子径 を D 50 ( ) と した

とき、 0 . O 1 A n X D 50 O . 2 5 を満たす液晶表示装置。

[ 請求項 6] 前記背面側第 1 光拡散性光学部材 と前記光源装置 との間に配置 され

た集光性光学部材 をさ らに備 えた請求項 5 に記載の液晶表示装置。

[ 請求項7] 前記集光性光学部材 と前記光源装置 との間に配置 された第 2 光拡散

性光学部材 をさ らに備 えた請求項 2 、 4 または 6 に記載の液晶表示装

置。



前記集光性光学部材は、入射角 一輝度曲線 における半値半幅が 6 0

° 以上である入射光が前記集光性光学部材 に入射 した時に、前記集光

性光学部材か ら出射 される出射光の出射角 一輝度曲線 における半値半

幅が、前記入射光の半値半幅 よ りも 1 0 ° 以上小さ くなる集光性能 を

備 えた請求項 2 、 4 、 6 または 7 に記載の液晶表示装置。

前記集光性光学部材はプ リズム シ一 卜であ り、

前記 プ リズムシ一 卜は、入射角 —輝度曲線 において半値半幅が 6 0

° 以上である入射光が前記 プ リズムシー トに入射 した時に、前記 プ リ

ズ厶シ一 卜か ら出射 される出射光の出射角 —輝度曲線 における半値半

幅が、前記入射光の半値半幅 よ りも 1 0 ° 以上小さ くなる集光性能 を

備 える請求項 2 、 4 、 6 または 7 に記載の液晶表示装置。

前記集光性光学部材は光拡散 シー 卜であ り、

前記光拡散 シ一 卜は、入射角 —輝度曲線 において半値半幅が 6 0 °

以上である入射光が前記光拡散 シー トに入射 した時に、前記光拡散 シ

- 卜か ら出射 される出射光の出射角 —輝度曲線 における半値半幅が、

前記入射光の半値半幅 よ りも 1 0 ° 以上小さ くなる集光性能 を備 える

請求項 2 、 4 、 6 または 7 に記載の液晶表示装置。

前記集光性光学部材は表面 に凹凸形状 を有する光拡散性光学部材で

あ り、

前記光拡散性光学部材は、入射角 一輝度曲線 において半値半幅が 6

0 ° 以上である入射光が前記光拡散性光学部材 に入射 した時に、前記

光拡散性光学部材か ら出射 される出射光の出射角 一輝度曲線 における

半値半幅が、前記入射光の半値半幅 よ りも 1 0 ° 以上小さ くなる集光

性能 を備 えた請求項 2 、 4 、 6 または 7 に記載の液晶表示装置。

前記光源装置は、前記第 1 光拡散性光学部材の背面側 に配置 された

導光板 と、前記導光板の少な くとも一の側面の側方 に配置 された光源

とを備 える請求項 1 ~ 1 1 のいずれか 1 項 に記載の液晶表示装置。

前記光源装置は、前記第 1 光拡散性光学部材の背面側 に配置 された



複数の光源 を備 える請求項 1 ~ 1 1 のいずれか 1 項 に記載の液晶表示

装置。

[ 請求項 14] 前記光源が発光 ダイ才一 ドである請求項 1 2 または 1 3 に記載の液

曰曰表示装置。

[ 請求項 15] 第 1 光拡散性光学部材 と、

前記第 1 光拡散性光学部材上 に積層 され一体化 された反射型偏光分

離 フ イル ム と、 を備 え、

前記第 1 光拡散性光学部材は、透明材料、及び、前記透明材料中に

分散 した光拡散粒子を有 し、

前記透明材料の屈折率 と前記光拡散粒子の屈折率 との差の絶対値 を

∆ η と し、前記光拡散粒子の累積 5 0 % 粒子径 を D 50 ( ) と した

とき、 0 . O 1 A n X D 50 O . 2 5 を満たす積層光学部材。
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